
 1

【一般会計】 
 

第１款 議会費 項１ 議会費 

 

目１ 議会費 （予算説明書Ｐ４９～Ｐ５０） 

 

１ 議員報酬・期末手当・共済費（議員２１名分） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  １２６，８７６ １３０，４９２ １２７，３０１

予算額の減要因は、平成２１年度人事院勧告に伴う期末手当の引き下げ（4.45ヵ月

→4.15ヵ月）などによる。 

 

２ 政務調査費交付金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  ２，５２０ ２，５２０ ２，５２０

  議会会派の調査研究活動の充実を図るため、各会派に対し、所属議員１人当

たり月額１万円を交付。 

 

 

 

第２款 総務費 項１ 総務管理費 

 

目１ 一般管理費 （予算説明書Ｐ５１～Ｐ５２） 

 

１ 自治体職員協力交流事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ ２  ２，４１９ ２，５８６ ２，５８６

海外の地方自治体等の職員を『協力交流研修員』として受け入れ、登別市の行政の

ノウハウを習得させる国際協力を行うとともに、研修員による語学講座の開催や小・

中学生との交流等を通じて、地域の国際化を推進する。 

   研修期間 平成22年6月下旬～11月下旬 

   研修内容 一般行政研修、観光行政研修、道内外視察等 

 

２ 国際交流推進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ ２  ６９８ ７６０ ７６０

国際交流団体等と連携し、国際理解を深める事業を推進するとともに友好都市サイ

パン市との交流を推進する。 

国際理解講座（語学講座や文化紹介、料理教室等）の開催（年５回程度） 

外国人研修生等の受入支援 

サイパン中学生の受入・交流（平成２３年２月上旬）、サイパン親善訪問 

 

３ 中学生海外派遣事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ ２  ２，４９０ ２，５３５ ０
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外国の生活や異なる文化に接することにより、国際理解を深め、国際社会に対応で

きる豊かな人間性を身につけることを目的に、中学２年生６名をデンマークに派遣し

ホームステイによる生活体験や同世代の生徒との交流を図る。 

派 遣 先 デンマーク  派遣人数 中学２年生６名、引率者２名 

派遣期間 平成22年８月中旬 約７日間 

事業内容 友好都市ファボー・ミッドフュン市役所表敬訪問、学校訪問、ホーム

ステイ等での交流 

    

４ 功労者・市民表彰経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  １，５７３ ２，０２２ ２，０２２

  市勢の振興発展に寄与した方や本市の自治、社会、産業、教育文化、体育等の振興

発展に顕著な功績のあった方を表彰する。 

  なお、事業仕分け委員からの意見や管内の市町の状況、登別市功労者表彰及び登別      

市表彰被表彰者推薦委員会の意見等を踏まえ、功労金、記念品の贈呈、略章の付与を

廃止する。 

 

５ 市バス運行業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  ７，３０２ ７，３０２ ７，３０２

  市が所有するバスについて運転業務を民間に委託し、業務の効率化を図る。 

委託台数 市バス２台 

   委託内容 市が行う各種行事に係る参加者等の送迎、市バスの保守点検 

    ※債務負担行為設定（平成１８年度～平成２２年度） 

 

６ 職員研修経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  ４，８４１ ４，４１９ ４，４１９

  職員としての基本的な考え方や知識等の向上を図るため、基本・専門研修を実施す

る。また、職場内や接遇等のコミュニケーション能力向上のため、職場内研修（ＯＪ

Ｔ）や接遇研修を行うとともにＯＡ機器活用のスキルアップを図るため、新たに研修

を実施する。メンタルヘルスに関しては、管理監督者向けラインケア研修に加えて、

職員全般を対象としたセルフケア研修の充実を図る。 

 

７ ふるさと納税関係経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  １，３４１ １，２５２ １，３２２

ふるさと納税制度の周知を図るパンフレットを作成するとともに、寄附者に対して

地場産品等記念品を贈呈する。また、同制度による寄附金を基金に積み立て、翌年度

に各種事業に充当する。 

 ふるさとまちづくり記念品購入等経費   ３４１千円 

 ふるさとまちづくり応援基金積立金  １，０００千円 

 

８ 旅券事務費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  ２３２ ２３６ ２３６
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旅券（パスポート）の申請の受付けと交付を行う。 

   旅券交付件数 H20 757件、H21 717件（見込み） 

 

９ 市史資料等デジタル化保存事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２ 新規 ６，０６９ ０ ０

  市史編纂に使用した貴重な資料等をデジタルデータ化し、ＣＤ-ＲＯＭ等に保存する。 

 

目２ 財産管理費 （予算説明書Ｐ５１～Ｐ５４） 

 

１ デジタルテレビ中継局整備事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ２ １ 新規 ２６０，３０８ ０ ０

  平成23年7月24日までに、アナログ放送は終了し、デジタル放送に完全移行する。テ

レビ放送は、広く国民に普及した身近な情報入手手段であることから、デジタルテレ

ビ放送への円滑な移行を図るため、登別東、幌別、鷲別の各テレビ中継局をデジタル

化対応とするための整備を行う。 

各中継局の負担区分内訳（当初予算額：①＋②＋③＝２６０，３０８千円） 

中継局 総 額 ＮＨＫ 市 国庫補助 民放負担 

登別東 63,105 17,106 ① 45,999 22,999 11,500

幌 別 ②  95,696 19,765 75,931 37,965 18,983

鷲 別 ③ 118,613 25,691 92,922 46,460 23,231

合 計 277,414 62,562 214,852 107,424 53,714

   ※市負担分については特別交付税で措置されることから、市の実質負担はない。 

 

目５ 総務諸費 （予算説明書Ｐ５３～Ｐ５４） 

 

１ 登別・白石姉妹都市交流推進協議会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ １  ２１０ ２１０ ２１０

姉妹都市の提携を契機に設立した協議会が実施する産業、経済、文化、スポーツ、

福祉の交流事業の推進を支援する。 

・小学生絵画作品交流展示会（登別市及び白石市で開催） 

・登別・白石観光と物産展（刈田神社祭典時に開催、９月予定） 

・白石市農業祭への物産展参加(11月予定) 

・少年スポーツ交流事業（野球・サッカー・水泳） 

 

目６ 企画費 （予算説明書Ｐ５３～Ｐ５６） 

 

２ 市民憲章推進協議会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２  １５０ １５０ １５０

  市民憲章の周知を図るとともに、より豊かな郷土づくりを目指し、『市民憲章だよ

り』の発行など市民憲章推進に関する啓発活動を行う登別市民憲章推進協議会の活動

を支援する。  

 

 



 4

２ 東京登別げんきかい交流経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ １  ６００ ６００ ６００

首都圏などに在住する登別市出身者やゆかりのある方などで構成される『東京登別

げんきかい』の活動を支援する。  

夏のイベント     平成22年７月（予定） 

総会・情報交換会  平成22年11月（予定） 

 

３ ふるさと大使関係経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ １  １５２ ６２ ６２

登別市にゆかりのある著名人などを『登別市ふるさと大使』（通称：鬼大使）に委

嘱し、さまざまな機会に登別市を宣伝してもらうとともに、まちづくりに役立つ情報

などを提供してもらう。本年度は、ＰＲカードの情報を充実し全大使に配布する。 

   平成22年２月１日現在委嘱者数 51名 

登別市の宣伝、ＰＲカードの配布、まちづくりに役立つ情報収集・提供 

 

４ 移住促進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ ３  ８７ １００ １００

当市への移住促進に向け、移住希望者等からの相談に対応するワンストップ窓口を

設置するとともに、移住体験を実施している。 

また、首都圏等の団塊の世代を主な対象として、他自治体と連携・協力し、北海道

への移住促進、民間による移住ビジネスの創出などを目的とした「北海道移住促進協

議会」へ引き続き参加するとともに、移住情報パンフレットを作成し情報発信を行う。 

 平成２１年度 体験宿泊者数 ７名、ワンストップ窓口相談件数 １３件 

 ワンストップ窓口利用による移住実績 １件（平成２０年度） 

 

５ 市民自治推進委員会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ １  ３３４ ６３７ ６３７

市民自治の推進役を担う市民自治推進委員会の活動を支援するため、市民自治推進

委員会が行う市民を対象としたフォーラム等の開催を支援する。 

平成２１年度実績 フォーラム１回開催（フォーラム１回、勉強会１回を実施予定

していたが、フォーラムの中に研修要素を取り入れて１回の開催となった。） 

 

６ 事業仕分け実施経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  ３９６ １９８ １９８

事務事業の必要性の有無や行政と民間の役割分担などについて仕分ける「事業仕分

け」を事務事業の外部評価として試行実施する。本年度予算は仕分け内容の充実を図

るため、コーディネーター及び仕分け人の人数を増員することとし、前年度より増額

となった。 
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目７ 市民活動センター費 （予算説明書Ｐ５５～Ｐ５６） 

 

１ 市民活動センター運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２ 新規 ６，９１２ ０ ０

  市民活動を促進し、活気あるまちづくりを進めるための拠点施設として運営する市

民活動センターの運営管理経費。 

   会館予定 平成２２年 ３月２７日 

 

２ 市民活動センター運営事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２ 新規 １，９４８ ０ ０

  市民活動を促進し、活気あるまちづくりを進めるための拠点施設として運営する市

民活動センターの運営管理業務や自主事業の展開を図るため、必要な人材を確保し業

務の推進を図る。 

 

目９ 行政情報費 （予算説明書Ｐ５５～Ｐ５６） 

 

１ 北海道電子自治体共同システム運用経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ３  ２，９００ ３，０７８ ３，０７８

  北海道と全道１１２市町村で参加する北海道電子自治体共同システムの運用を行う。 

 

２ 西いぶり広域連合共同電算事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ３  １５４，１５８ １４９，２７４ １５０，７８６

西胆振の室蘭市・登別市・伊達市・壮瞥町３市１町が共同で業務システムの運用を

行う。 

 

３ 地域情報化の推進 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ３  ４６，９２５ ５１，５４７ ４７，４９２

・ＯＡ化推進経費  １３，６７７千円 

事務処理において必要な、パソコン、プリンター、庁内ＬＡＮ及び庁内内部サーバ

などの維持管理を行う。 

事務用パソコン等購入 総体事業費 １０，１６０千円（債務負担行為） 

・地域イントラネット維持管理経費  ２７，０２８千円 

公共施設を結ぶイントラネット(光ファイバーネットワーク)機材などの維持管理

を行う。  

イントラネットＬ３スイッチ購入 総体事業費 １６，０１４千円（債務負担行為） 

・地域情報センター運営管理経費  ６，２２０千円 

市民への情報通信技術普及とコンピューターを使いこなせない人や情報機器を入手

できないデジタルデバイド(情報弱者)に対応する登別市地域情報センターの運営管理

を行う。 
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４ 広報広聴経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ３  １３，６１１ １３，５７２ １２，５７２

  市民や地域の声・ニーズを的確にとらえ、市政に反映させるよう努めるとともに、

市政情報を総合的に提供することにより、市民参加のまちづくりを推進する。 

・「広報のぼりべつ」毎月発行 

・ 登別市ホームページや報道機関を通じた各種情報の発信 

・市民リポーター(６名程度)及び広報モニター(12名以内)の募集  

・各種懇談会等の開催 

市政(地区)懇談会、地区課題(要望)の把握、市長室ﾌﾘｰﾀｲﾑ、市職員出前ﾌﾘｰﾄｰｸ等 

・三市合同施設見学会及び市民見学会などの開催 

 

５ 旬感！のぼりべつかわらばん（明日のまちづくり事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ３  １，５５４ １，３５０ ４２６

転入世帯の方々が快適な生活環境を営んでもらうため、市が実施しているサービス

や各種手続き､相談窓口､イベント､施設の案内などの市民便利帳の更新を行う。 

また昨年に引き続き、市の情報発信の拡充を図るため、コミュニティＦＭ放送番組

の購入を行い、イベント情報や災害時の緊急情報などを提供する。 

 

目１１ 環境保全推進費 （予算説明書Ｐ５５～Ｐ５８） 

 

１ 総合的な環境保全の推進経費・環境保全審議会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ １  ４３９ ４４３ ４４３

  市民、事業者、行政がそれぞれの役割分担と責任のもと、自主的、積極的な環境保

全への取り組みを総合的・計画的に行う。 

① 総合的な環境保全の推進経費      ２０１千円 

登別市環境保全市民会議と協働で環境基本計画、環境配慮指針、温暖化対策

推進実行計画に基づく施策の検討・実施 

・小中学生による環境ポスター募集事業 

・小学生による「こども環境家計簿」の夏・冬休み中の取組み実施 

・グリーン購入法に基づく調達方針の進行管理 

② 環境保全審議会の運営（委員２０名）  ２３８千円 

 

目１２ 男女共同参画推進費 （予算説明書Ｐ５７～Ｐ５８） 

 

１ 男女共同参画社会づくり推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ４ １  ８４ ６０ ６０

 登別市男女共同参画基本計画に基づき、女性と男性がお互いの人権を尊重し合い、

それぞれの個性と能力を発揮しながら、共に支え合う男女共同参画社会の実現を目指

す。  

・情報誌「アンダンテ」（３月発行）や小学校４年生向け啓発冊子（１１月配付）

の発行及び広報による特集、「男女共同参画フォーラム」の開催による普及啓発

活動 
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・市民団体「のぼりべつ男女平等参画懇話会」（Ｈ２１：セミナー５回、フォーラ

ム１回）、「プラタナス」の講演会（Ｈ２１：２回）等の市民団体への活動支援 

 

２ 民間シェルター運営補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ４ １  １５０ １５０ １５０

夫や交際していた男性などの暴力から逃れる女性の心身の安全確保や自立のための

支援を行っている民間シェルター（ＮＰＯ法人 『ウィメンズネット・マサカーネ』）

の運営を支援する。  

平成２０年度実績 利用者数 ８２人（うち登別市民 大人５人、子供４人） 

         相談件数 ５，１３１件（面接 1,723件、電話相談 3,408件） 

 

目１３ 幼稚園振興費 （予算説明書Ｐ５７～Ｐ５８） 

 

１ 私立幼稚園学校給食指導経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ６６５ ７６５ ７６５

私立幼稚園の５歳児を対象に、事前に学校生活における食育環境を体験できるよう

就学前に学校給食を実施する。 

 

２ 私立幼稚園就園奨励費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ５８，６２４ ５７，４９４ ５５，３４４

 私立幼稚園に通園する園児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、補助金を交付

する。 

補助対象人員 605 名 

 

３ 私立幼稚園協会教職員研修費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ５００ ５００ ５００

私立幼稚園の教職員の資質向上を図るため補助を行う。 

 

４ 私立幼稚園教材教具費等補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ２，５７６ ２，５２０ ２，５２０

私立幼稚園に対し、教材教具の購入資金の一部を補助し、教育内容の充実を図る。  

 

 

 

第３款 民生費 項１ 社会福祉費 

 

目１ 社会福祉総務費 （予算説明書Ｐ７３～Ｐ７６） 

 

１ 日胆はまなす里親会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ３０ ３０ ３０
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 里親会を支援し、児童福祉の向上に寄与する。 

 

２ 社会福祉協議会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ １  ２９，６００ ２５，４５９ ２５，４５９

  社会福祉協議会の法人運営や地域福祉推進に係る事務局体制の充実を図るとともに、

社会福祉協議会が実施する地域福祉事業などに対して支援を行う。 

  平成２２年度は地域福祉を積極的に推進するため社会福祉協議会への補助金を一本

化し、補助金を増額した。 

 

３ 民生委員児童委員活動経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ １  １２，００４ １１，８６４ １１，８６４

  市内各地区の民生委員児童委員の活動を推進する。 

① 民生委員児童委員協議会補助金      ２，８４７千円 

② 民生委員推薦会経費（委員１２名分）     ３５０千円 

③ 民生委員児童委員協議会経費       １，２４１千円 

④ 民生委員児童委員活動経費（委員１３０名）７，５６６千円 

 

４ 社会福祉協議会貸付金（たすけあい金庫） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４  ５，０００ ５，０００ ５，０００

  低所得者世帯に対する応急援護資金等の貸付のため、社会福祉協議会に対し原資を

貸付けする。 

   平成２０年度貸付件数 ２８件 

 

５ 福祉マップ更新事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３ 新規 １，３５６ ０ ０

  市内各施設のバリアフリー等情報をまとめた「福祉マップ」に掲載されている施設

の状況について再調査を行い、ホームページを更新する。 

 

６ たすけあい金庫償還免除補てん費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４ 新規 ２，６６５ ０ ０

  たすけあい金庫の貸付原資を確保するとともに、事業の安定運営を図るため、不納

欠損（償還免除）相当額について補助金を交付する。 

      

７ 室蘭登別防犯協会連合会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ５  ６５０ ６５０ ６５０

  犯罪の未然防止と暴力を追放し、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現に向け

て活動する室蘭登別防犯協会連合会を支援する。  

各種広報・啓発活動実施、啓発看板・ポスターの作成、地域安全ニュースの発行 
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８ 暴力追放運動推進団体連絡協議会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ５  ５００ ５００ ５００

  市内から暴力団を追放・排除し、安全で安心して暮らせる明るいまちづくりの実現

に向けて活動する登別市暴力追放運動推進団体連絡協議会を支援する。  

各種広報・啓発活動実施、啓発看板・旗・チラシの作成、手づくり祭りの支援 

 

９ 防犯灯設置事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ５  ４，８００ ４，９００ ４，９００

 町内会などが地域の安全を確保するために整備する防犯灯の設置費や改修費に対し

補助する。（補助率 ３分の２以内）  

 

10 社会を明るくする運動登別地区推進委員会負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ５  １８０ １８０ １８０

  社会を明るくする運動登別地区推進委員会が行う街頭啓発、公開ケース研究会など

犯罪防止啓発事業を支援する。  

青少年の非行防止と更生保護の啓蒙のための街頭パレード 

青少年の非行防止のための地域懇談会及び公開ケース研究会 

映画、ポスター、リーフレット、広報等による啓発活動 等 

 

11 登別地区保護司会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ５  ２５０ ２５０ ２５０

犯罪のない明るい社会を実現するため、青少年の補導活動や保護司活動充実のため

の研修会等を行っている登別地区保護司会に対して補助金を交付する。 

 

12 無料法律相談業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ６  ３７８ ３７８ ３７８

交通事故や金銭貸借、損害賠償などに関する法律問題を解決するため、鉄南ふれあ

いセンターと弁護士事務所で弁護士による相談を行う。  

会場での無料法律相談を開催（月１回、６名） 

弁護士事務所での無料法律相談（月６名） 

 

13 住宅手当緊急特別措置事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  １，４３２ ０ ３，６０３

  離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者等を

対象に最大６か月間を上限に住宅手当を支給する。 

      支給対象見込数 ６名 

    

14 生活交通路線維持対策事業費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ６，１８２ ６，７３０ ４，８４３
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  市民の生活に必要なバス路線の維持が、自家用車の普及により困難となっているこ

とから、国及び北海道と適切な役割分担を図りながら、乗合バス事業者に対して補助

金を交付し、バス路線を維持する。 

補助路線数10路線 

    準生活交通路線 ２路線（負担割合道１/３・市２/３） 

    市生活交通路線 ８路線（市単独補助） 

 

15 鉱山地域住民タクシー経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  １３０ １３０ １３０

鉱山地域住民の交通の便を確保するため、タクシー料金の一部について助成する。 

利用世帯数 １世帯（月２往復） 

 

16 アイヌ文化講座経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ２９６ ２９６ ２９６

  アイヌ文化の普及と地域住民との交流を図るため、文化講座を開催する。 

   活動内容 アイヌ刺繍教室、トマ織教室など 

 

17 第23回アイヌ民族文化祭補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ３０ ３０ ３０

  アイヌ民族文化の保存伝承を目的に開催されるアイヌ民族文化祭を支援する。 

開催期日 平成22年11月 

開催場所 平取町 

   内  容 古式舞踊、アイヌ語劇、民族資料展示等 

 

18 アイヌ文化普及啓発事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ２００ ２００ ２００

  アイヌ民族の社会的地位の向上と文化保存伝承活動を行う北海道アイヌ協会登別支

部に対し補助を行う。 

事業内容 アイヌ語教室の開催、イチャルパへの参加、アイヌ民族文化祭への参加 

        講演会、刺繍教室の開催、アイヌ協会ホームページ作成等 

 

19 連合町内会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２  ２，４００ ２，４００ ２，４００

登別市連合町内会（11地区の連合町内会で構成）の活動を支援する。  

町内会共催事業の推進 各種研修会の開催及び参加促進 連合町内会運営経費 

 

20 町内会運営助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２  ３０，６７０ ２９，５５７ ２９，５５７

地域の発展を目的に活動する町内会、町会、自治会の運営を支援する。  

助成団体数 95町内会、１地区連合町内会 
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21 戦没者追悼式関係経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ － －  ４２０ ４９６ ４９６

  国や北海道が行っている戦没者追悼式に準じて式典を実施し、本市出身の戦没者（２

８９柱）の霊を慰め追悼し平和を祈念する。 

  平成２１年度事業仕分け結果を反映し、バス送迎の見直しを行い経費の縮減を図っ

た。 

 

目２ 障害者福祉費 （予算説明書Ｐ７５～Ｐ７８） 

 

１ 重度心身障害児介護手当支給経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ７，８００ ８，１６０ ８，１６０

  心身に重度の障がいのある児童の保護者に対して支給し、障がい児の福祉の増進を

図る。 

   対象者数 65名 

 

２ 地域生活支援事業費 

  障害者自立支援法に定められた障がい者（児）の地域生活支援に係る事業を実施す

る。 

○ 日常生活用具給付費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １４，６３０ １２，９２７ １２，９２７

   障がい者（児）に対し、日常生活用具の給付を行う。 

    給付見込件数  1,187 件 

   ※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 

○ 障害者自立更生促進助成事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ４１０ ４１０ ４１０

   在宅の障がい者に対し、自立更生に要する経済的負担を軽減し、社会活動への参

加の促進を図る。 

    自動車運転免許取得費助成 ２件  自動車改造費助成 ２件 

   

○ 総合相談支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １５，２６３ １５，２６５ １５，５６５

   障がい者等の相談に応じて必要な情報の提供や助言、障害福祉サービスの利用に

関する援助、調整などの支援を行うとともに、地域関係機関のネットワーク化促進、

知的・精神障がい者の住宅入居促進支援を行い、障がい者等の地域生活の支援を行

う。 

 

○ コミュニケーション支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ３４９ ３４９ ３４９

   聴覚、音声言語機能障害のために意思疎通を図ることに支障のある障がい者等に、 
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手話通訳者の派遣等を行う。 

    派遣見込回数  72 回 

 

○ 移動支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２，０００ ２，０００ ２，０００

   屋外での移動が困難な障がい者（児）について、外出のための個別的支援及びグ

ループへの支援を行う。 

   個別移動支援見込人員      34 名 

   グループ移動支援団体数  ３団体 

   ※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 

○ 地域活動支援センター事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２０，５２３ ２０，４３６ ２０，４３６

   障がい者等に、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進などの

事業実施と当該事業者への助成を行う。 

    地域活動支援センター（社会福祉協議会委託）利用見込数 55 名 

    革工房瑞樹就労者数                   ５名 

   ※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 

○ 訪問入浴サービス事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ５４０ ５８１ ５８１

   身体障がい者（児）の居宅生活支援のため、訪問による入浴サービスを行う。 

    利用見込人員 1 名 

   ※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 

○ 更生訓練費・施設入所者就職支度金給付費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２６５ ４３８ ４３８

   旧法における施設入所（通所）の利用者が必要な更生訓練費の支給及び施設入所

していた障がい者が退所し、一般就労等を行う場合の就職支度金の支給を行う。 

  更生訓練費給付 ５名  就職支度金給付 ２名 

 

○ 社会参加事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １７９ １９８ １９８

   視力障がい者等の情報提供のため、市広報誌等を点訳又は音声等により作成を行

う。 

 

○ 日中一時支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １，５００ ２，０００ ２，０００

   障がい者等の日中における活動の場の確保、介護者の一時的休息を行うための日

帰りショートステイ、介護者等の就労支援及び養護学校等の長期休暇中の支援を行 
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うための障害児タイムケアを行う。 

  日帰りショートステイ利用見込数 21 名  障害児タイムケア利用見込数 ４名 

  ※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 

○ 社会参加等事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ５５９ ５５９ ５５９

   障がい者等の社会参加を促進するため、手話通訳者及び要約筆記者の養成、スポ

ーツ・レクレーション指導員の養成に係る経費の助成を行うとともに、障がい者等

の団体のボランティア活動の支援を行う。 

    スポーツ・レクレーション指導員養成助成 ２名 

手話通訳者養成助成           １名 

    要約筆記通訳者養成           ２名 

障がい者団体ボランティア活動支援 登別回復者クラブ「ひまわりサークル」 

（会員数 17 名（平成 21 年４月末））活動支援 

 

○ 成年後見制度利用支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ４４４ ４４４ ４４４

判断能力が不十分な障がい者のうち、親族等による裁判所への申し立てが困難な方

の権利擁護を図るため、親族等に代わって裁判所への申し立てを行うほか、成年後見

人への報酬相当額を給付する。 

   利用見込数 １名 

 

３ 介護給付費・訓練等給付費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ６３６，１５３ ５１８，２８２ ５７０，４１３

  障害者自立支援法による障がい福祉サービス等に係る介護給付費・訓練等給付費等

を支給する。 

※平成２２年度から低所得者（市民税非課税）の自己負担を無料化する。 

 ○訪問系サービス       55名分  24,770千円 

  ・居宅介護           52名   ・重度訪問看護         １名 

・短期入所（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）    ２名 

 ○日中活動系サービス 240名分  251,389千円 

  ・生活介護          44名   ・児童デイサービス       69名 

  ・自立訓練         18名   ・就労移行支援         11名 

  ・就労継続支援（Ａ型）   23名   ・就労継続支援（Ｂ型）     62名 

  ・旧体系知的通所更生     １名      ・旧体系知的通所授産      12名 

 ○居宅系サービス   164名分 359,013千円 

  ・共同生活介護（ｹｱﾎｰﾑ）   36名   ・共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）   21名 

    ・施設入所         21名   ・旧体系身体入所更生      ６名 

  ・旧体系身体入所療護    12名   ・旧体系身体入所授産      ４名 

  ・旧体系知的入所更生    50名   ・旧体系知的入所授産      11名 

  ・知的通勤寮        ３名 

 ○国保連支払審査手数料        981千円 
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４ 障害者自立支援対策推進費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２３，７５２ ０ ２２，５５２

障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、新法体系での事業への円滑な移行を

促進すること等を目的として実施する。（北海道の基金事業） 

 ○事業運営安定化事業費           11,730千円 

 ○通所サービス等利用促進事業費        9,859千円 

 ○新事業移行促進事業費             309千円 

 ○事務処理安定化支援事業費          1,104千円 

 ○就労系事業利用アセスメント実施連携事業費    600千円 

 ○地域移行支度経費支援事業費         150千円 

 

５ 障害者補装具給付費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２６，０８５ ２５，５６５ ２５，５６５

 障害者自立支援法による補装具給付等に係る費用を支給する。 

給付見込件数（障がい者） 延 132件 

給付見込件数（障がい児） 延 73件 

 

６ 高額障害者福祉サービス経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２００ ２５０ ２５０

 障害者自立支援サービスに伴う利用者負担が世帯上限額を超えた場合に、利用者の

負担を軽減するため、その超過分を支給する。 

 

７ 特別障害者手当等支給経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２８，０９４ ２９，４４７ ２７，０４７

  重度の障がいにより、日常生活において常時介護を必要とする障がい者（児）に手

当を支給し、障がいにより必要とされる負担の軽減を図る。 

   特別障害者手当 57名  障害児福祉手当 50名  経過的福祉手当 ８名 

 

８ 障害認定審査会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２，８９６ ３，５０７ ２，１７７

障がい者の介護給付サービスにあたり、障害程度区分認定のため審査を行う。 

委員数 10名  年間開催回数 24回 

主治医意見書作成件数 140件 

 

９ 自立支援医療費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ４５，１３９ ４８，０２２ ４４，０２２

  障害者自立支援法による自立支援医療（更生医療）に係る医療費を支給する。 

身体障がい者の更生医療に係る給付費見込数 実128名 
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10 小規模通所授産施設（すずかけ作業所）運営経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ４７５ ５１８ ５１８

  通所により指導員の指導のもと作業及び生活の訓練を行う。 

通所者 ６名（平成22年１月末現在） 

 

11 精神障害者社会復帰施設通所交通費助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２７０ １９７ １９７

精神障がい者の自立と社会復帰を支援するため、通所授産施設や地域共同作業所へ

の通所に要した交通費の一部を助成する。 

 

12 ホームヘルプサービス低所得者利用者負担軽減措置経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ９８ １２２ １２２

  介護保険制度の円滑な実施を図ることを目的として、障害者施策によるホームヘル

プサービスの利用者が６５歳に達し介護保険適用となった場合などにサービスを継続

して利用できるよう利用者負担の軽減を行う。 

   利用者見込数 ２名 

 

13 肢体不自由児（者）父母の会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２００ ２００ ２００

  肢体不自由児（者）の療育と福祉の増進を図るため、療育相談や講演会等を行って

いる肢体不自由児（者）父母の会に補助金を交付する。 

 

14 重度障害者（児）福祉タクシー関係経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ６，３３４ ６，３５４ ６，３５４

  在宅で生活する重度障がい者の生活圏拡大と経済的負担の軽減を図るため、重度障

害者を対象に福祉タクシー利用券を交付し、１人月３回（年間36回）を限度に基本料

金相当分を助成する。 

   支給見込 810名分 

 

15 身体障害者自動車燃料費助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ５６２ ５６６ ５６６

  身体障がい者の自立更生と社会参加を図るため、身体障害者福祉法に基づき車椅子

を受給している障がい者等で、免税購入資格者として自動車を購入した方を対象に、

月30リットル分を限度に自動車燃料費を助成する。 

対象者数 29名 

 

16 身体障害者福祉協会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ４６０ ４６０ ４６０
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 身体障がい者の自立更生と福祉の増進を図るため、福祉啓蒙事業や社会研修事業等

を行っている身体障害者福祉協会に対して補助金を交付する。 

 

17 視力障害者協会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ５０ ５０ ５０

  視力障がい者の自立更生と福祉の増進を図るため、社会研修事業や学習会等を行っ

ている視力障害者協会に対して補助金を交付する。 

 

18 手をつなぐ育成会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １００ １００ １００

  知的障がい児の自立更生と福祉の増進を図るため、特殊教育の振興や社会研修事業

等を行っている手をつなぐ育成会に対して補助金を交付する。 

 

19 障害者等生活支援経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １３１ １３５ １３５

  重度心身障害者及び寝たきり高齢者在宅世帯に対し、指定ごみ袋及びし尿処理無料

券を交付し、経済的負担の軽減を図る。 

   交付見込世帯数 ８３０世帯 

 

目３ 医療助成費 （予算説明書Ｐ７７～Ｐ７８） 

 

１ ひとり親家庭等医療費助成経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ３２，１０１ ３３，８８９ ３３，８８９

  ひとり親家庭等の母子又は父子に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を

図るため、医療費の一部を助成する。 

 

 平成22年度 

当初予算 

平成21年度 

当初予算 

平成20年度 

決算 

受診件数 9,142件 9,955件  8,938件 

月平均受給者数 1,740人 1,772人  1,768人 

医療助成費 29,085千円 30,623千円 21,330千円

１人当り医療助成費 16,715円 17,281円  12,064円 

 

２ 乳幼児等医療費助成経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ７９，０６３ ７１，１０３ ７１，１０３

  乳幼児等に係る健康増進や健やかな育成を図るため、医療費の一部を助成する。 

 

 

 

 

 

 



 17

  平成22年度 

当初予算 

平成21年度 

当初予算 

平成20年度 

決算 

受診件数 39,831件 38,520件  37,484件 

月平均受給者数 4,000人 3,647人  2,989人 

医療助成費 69,873千円 62,277千円 57,229千円

１人当り医療助成費 17,468円 17,076円  19,146円 

 

３ 重度心身障害者医療費助成経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  １４８，２６３ １５４，１１１ １５４，１１１

  重度心身障がい者に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図るため、医

療費の一部を助成する。 

  平成22年度 

当初予算 

平成21年度 

当初予算 

平成20年度 

決算 

受診件数 22,839件 21,555件  21,511件 

月平均受給者数 1,317人 1,253人  1,292人 

医療助成費 141,445千円 147,538千円 131,865千円

１人当り医療助成費 107,399円 117,747円  102,062円 

 

目７ 消費生活費 （予算説明書Ｐ７９～Ｐ８０） 

 

１ 消費者行政推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ４  ２８１ ２８３ ２８３

  市民の消費生活の安定を図るため、広報への折込等により消費生活への意識啓発を

行うほか、消費生活相談、物価調査、商品試買量目調査を登別消費者協会への委託に

より実施する。 

 

２ 消費生活展開催補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ４  ３００ ３００ ３００

より良い消費生活の普及と消費者の知識向上を図るため消費生活展を主催する登別

消費者協会に助成する。 

 

３ 消費生活モニター関係経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ４  ２０８ ２０８ ２０８

  市が委嘱する消費生活モニターが、生鮮食料品や日用雑貨などの35品目について、

月１回、価格変動や商品陳列の状況（商品供給状況）、産地表示の状況などを調査す

る。  

   モニター ８名以内 

 

４ 消費者協会運営助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ４  １８５ １８５ １８５
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物価の調査や監視、消費生活相談など、消費者擁護のために活動する登別消費者協

会を支援する。  

   フリーマーケット・不用品ダイヤル市の開催 

 

５ 消費者行政活性化事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ４  １０，２００ ０ ５，５７２

 消費生活相談窓口等の機能強化を図るため、消費生活相談室の改修等を行い、相談

体制を強化し、消費生活に関する市民の安心を確保する。 

北海道消費者行政活性化事業補助金を利用して平成21年度からの3ヵ年事業として

実施。 

○ 相談室の改修  

○ 相談員及び相談業務従事職員の研修参加 

○ 高齢者・若年者（高校生）向けの出前講座を実施し啓発パンフレットを配布する。 

 

 

 

第３款 民生費 項２ 高齢者福祉費 

 

目１ 高齢者福祉総務費 （予算説明書Ｐ８１～Ｐ８２） 

 

１ 老人クラブ連合会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  １，０００ １，０００ １，０００

 高齢者福祉活動の中心的な役割を果たす老人クラブ連合会が行う事業を支援する。  

   主な活動内容 親睦会、スポーツ振興、女性部研修会、 

          交通安全研修会、ボランティア活動 

 

２ 老人クラブ補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ２，４１０ ２，６６０ ２，６６０

  老人クラブを通じ、老後の生活を健全で豊かな生きがいのあるものとするとともに、

老人福祉の増進を図るため、単位老人クラブに補助する。 

   平成22年度見込数 42団体 2,537名分 

 

３ 敬老会補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ７，９７７ ８，１２８ ８，１２８

  地域に貢献してきた高齢者を祝福するとともに、市民の敬老意識の高揚を図るため、

町内会等が行う敬老行事に対し、対象者１人につき1,000円を補助する。  

   平成22年度見込数 7,977名 

 

４ 老人趣味の作業所運営等経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ２７４ ２７６ ２７６

  高齢者の創造性を高め、老後の生きがいを豊かなものとするため、高齢者が陶芸な 
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どの趣味活動を行う場として老人趣味の作業所を運営する。 

 

５ 老人憩の家整備委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ８，０００ ８，０００ ８，０００

  老人憩の家を適切に維持管理するため、指定管理者である町内会等に委託して、老

朽化した施設の補修を行う。 

 

６ 養護老人ホーム整備事業費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２ 新規 １７，０３４ ０ ０

  彩咲会が行う養護老人ホームの移転改築事業について、施設改築補助及び法人負担

軽減補助を実施することにより、当該事業を支援する。 

 

７ 特別養護老人ホーム増築事業資金借入元利補給金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ２１，９３８ ２２，３５３ ２２，３５３

  特別養護老人ホーム増築（デイサービスセンター併設）に係る借入に対する元利補

給金 

交付先 社会福祉法人 登別千寿会  期 間 平成10年度～平成29年度 

 

８ 介護基盤緊急整備等特別対策事業費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２ 新規 ６８，７００ ０ ０

  介護保険事業計画（第４期Ｈ２１～Ｈ２３）に基づき認知症高齢者グループホーム

を整備する事業者に対し、その費用の一部を補助する。 

  ・社会福祉法人 彩咲会 31,650千円 

  ・医療法人社団 千寿会 37,050千円 

 

 

目２ 高齢者保健福祉費 （予算説明書Ｐ８１～Ｐ８２） 

 

１ 外国人高齢者・障害者福祉給付金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ２４０ ３６０ １５０

  在日外国人高齢者・障がい者で無年金者に福祉給付金を支給する。 

支給予定者数 高齢者２名 

 

２ 在宅高齢者保健福祉支援経費 

  在宅高齢者の保健福祉向上のため支援を行う。 

  

 ○ 高齢者等緊急通報機器設置経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ９，８８４ ９，２６１ ９，２６１

高齢者の日常生活の不安解消や人命の安全確認を行い、孤独死や火災による被害を

未然に防止する。 
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○ 電話・移送サービス経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ９５４ １，０４９ １，０４９

電話かけにより高齢者の安否確認、健康状態や生活状況を聞き孤独感を解消し、生

活の質の向上を図る。 

また、高齢者の外出支援を行うことにより自立した生活を維持する。 

 

３ 安心生活創造事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  １０，０３８ ０ １１，７１３

  高齢者・障がい者の一人暮らし世帯等を対象に訪問員を配置し、訪問見守り活動を

実施する。（登別中学校区及び幌別中学校区） 

 

４ 社会福祉法人利用者負担軽減助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ２３５ １８８ １８８

  介護保険サービスの利用促進を図るため、社会福祉法人が行う介護保険サービスの

利用者負担の軽減に対して、その軽減した額の一部を補助する。 

   利用者負担軽減対象者：低所得者で特に生計が困難である者 

 

目３ 医療助成費 （予算説明書Ｐ８１～Ｐ８２） 

 

１ 老人医療費助成経費（道老分） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ４３８ ６８１ ６８１

  老人医療費助成事業は平成20年３月をもって終了したが、医療費については事業終

了後も一定期間の遡及請求が認められているため、遡及請求された平成20年３月診療

分までの医療費に対し助成を行う。 

 

目４ 後期高齢者医療費 （予算説明書Ｐ８１～Ｐ８４） 

 

１ 後期高齢者保健事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ４，２３０ ２，９４７ ４，６２５

  75歳以上の後期高齢者を対象に、短期人間ドック、脳ドックの受診、水中運動教室

への参加に要した費用の一部を助成する。 

       なお、検診機関として室蘭登別総合健診センターに加え、登別厚生年金病院と日

鋼記念病院が加わる予定であり、受診者数の増加を見込んだことから予算額が増額と

なっている。 

 

２ 後期高齢者健康診査経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ６，２２１ ５，７９３ ５，７９３

  実施義務者である北海道後期高齢者医療広域連合から委託を受け、75歳以上の後期 

高齢者に係る健康診査を行う。 

   受診見込数  1,000件 
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３ 後期高齢者医療療養給付費負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ５７９，９８３ ５６５，６６５ ５３２，５７２

後期高齢者医療制度に係る当市被保険者分療養給付費を、保険者である北海道後期

高齢者医療広域連合に対して負担金として支出する。 

 

 

第３款 民生費 項３ 児童福祉費 

 

目１ 児童福祉総務費 （予算説明書Ｐ８５～Ｐ８６） 

 

１ 子育て支援センター運営経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ５１９ ６０４ ６０４

  育児に不安などを感じている保護者に、育児相談や子育て講座を開催し、保護者の

不安解消を図るとともに、あそびの紹介、子育て情報誌の発行、保育所開放事業を実

施するなど、子育て家庭を支援する。  

主な事業 

子育て講座・センター開放事業の充実 

育児サークルの育成・支援 

地域巡回子育て広場の開催 

父親開放日「おとうさんと遊ぼう」の開催 等 

 

２ 登別子育て支援センター運営管理委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ７，８５８ ７，８７３ ７，８７３

  登別保育所内に設置されている登別子育て支援センターの運営管理について、同保

育所と一体的な運営を行うため、同保育所の受託法人に委託する。 

委託期間：平成２１年度～平成２６年度 

 

３ 仕事と家庭両立支援（ファミリーサポートセンター）事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ７，０３６ ７，０１０ ７，０１０

  仕事と育児の両立のため、相互援助組織である登別ファミリーサポートセンターを

設置し、安心して働ける環境を整える。  

   平成２０年度 利用件数 ２，０７２件 会員数６３８人 

 

４ 産後子育てママ派遣事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  １２５ ２４４ ２４４

  産後間もない母親の育児・家事等の負担を軽減するため、家事援助ヘルパーを派遣

する。 

 

５ 家庭児童相談室・母子自立支援員経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ３５ ３８ ３８

 母子家庭及び寡婦を対象に、自立に必要な情報の提供や就職活動の支援を行う。 
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６ 子育て支援事業（ひろば型）運営委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １ 新規 ６，８５５ ０ ０

  子育て支援センターの未設置地区に、子育て親子の交流の場の提供や育児相談など

の地域子育て支援拠点事業を行うにあたり、その運営を社会福祉法人等に委託する。 

 

７ 児童入所施設措置費（助産施設分） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ４２０ ３８０ ３８０

  妊婦が経済的理由により入院助産を受けることができない場合、入院助産施設で助

産を行う。 

  

８ こどもショートステイ経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ３８４ ３８４ ３８４

  児童の養育が疾病等により一時的に困難になった家庭の児童を児童養護施設で養育

する。 

 

９ 災害遺児手当支給経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ６００ ７２０ ７２０

災害により、父母又は父母のいずれかが死亡もしくは重度の障がいの状態となった

とき、その児童を養育する保護者の負担を軽減する。 

   支給対象者見込数 ５名 

 

10 児童手当支給経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ５７，１６３ ３３６，６１６ ３３１，６１６

子ども手当の創設により平成２２年度は平成２２年２月、３月分のみを計上する。 

 

11 子ども手当支給経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １ 新規 ８０８，１３０ ０ ０

次世代の社会を担う子どもの育ちを支援するため、中学校修了までの児童一人につ

き月額１３，０００円を支給する。 

 

12 母子家庭自立支援給付事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４  ５，９８２ １，３６１ １００

○ 自立支援教育訓練給付金    ６０千円 

  母子家庭の母親の職業能力開発を促進するため、職業能力開発終了後、自立支援

教育訓練奨励金を支給する。 

 ○ 高等技能訓練促進給付金 ５，９２２千円 

   母親が職業訓練を受けている母子家庭を支援するため、訓練期間中に給付金を支 

給する。 

 



 23

   制度改正により支給期間が延長されるとともに支給額が増加したことから予算額

が増額となっている。 

 

目２ 保育所費 （予算説明書Ｐ８５～Ｐ８８） 

 

１ 特別保育科目実施経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ７９１ ８８５ ８８５

 ① あそびの広場 ２２８千円 

   地域の乳幼児を持つ保護者等を対象に子どもとの関わりや遊び方を指導し、育児

不安の解消を図るとともに、親子のふれあいや親同士の交流を深める。 

開催回数 中央子育て支援センター８コース（１コース５回） 

         実施内容 親と子のあそび、手あそび、運動あそび、砂あそび、 

水あそび等 

② 交流事業   ５６３千円 

保育所入所児童が、人々との交流を学ぶため、高齢者や異年齢児との交流を行う。 

実施保育所  富士・鷲別・栄町保育所（高齢者及び小学校との交流） 

           幌別東保育所（異年齢及び高齢者との交流） 

    主な事業内容 ミニ運動会、伝承あそび、ゲーム大会、老人福祉施設訪問等 

  

２ 保育所広域入所委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  １，６３１ １，６６８ １，６６８

  勤務地の関係から、他市町村の保育所へ入所を希望する保護者の利便性を図るため、

他市町村の保育所で児童の保育を行う。  

平成22年度委託児童数（見込） ２名 

 

３ 普通保育所運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ６１，５４６ ６２，６９４ ６０，８９４

共働きや病人の介護などにより家庭における児童の保育が困難な世帯に、安心して

子どもを生み育てることのできる環境と、充実した保育サービスを提供する。  

  平成22年２月１日現在入所児童数 411名（登別保育所を除く） 

富士保育所 109名    鷲別保育所  114名 

栄町保育所  98名    幌別東保育所  90名 

 

４ 登別保育所運営管理業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ７３，４９５ ７２，２０１ ７２，２０１

  登別地区幼保一元化事業を推進するため、登別保育所の運営を「学校法人登別立正 

学園」に委託する。 

○ 一時保育委託料 ２，７００千円（予算額に含む（再掲）） 

  保護者が、疾病や事故、災害などで一時的に家庭での保育ができないときに、

児童を登別保育所で保育する。 
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５ 障害児保育実施経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  １１４ １６５ １６５

  心身に障がいのある児童や発達発育に心配のある児童を受け入れ、児童の健全な成

長発達を促すため全保育所で実施する。 

  平成21年度実績 ９名 

 

６ 延長保育実施経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ５５６ ６１６ ６１６

  保護者の勤務地や勤務時間などの都合による保育時間の延長ニーズに対応するため、

全保育所で延長保育を実施する。 

 

７ 休日保育実施経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ２００ ２２９ ２２９

  保育所に入所している児童の保護者が、日曜日・祝祭日の勤務により家庭での保育

が困難となったときに、その児童を富士保育所で保育する。 

 

目３ のぞみ園費 （予算説明書Ｐ８７～Ｐ８８） 

 

１ のぞみ園運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ３  ２，６１４ １，４１９ １，４１９

 障害者自立支援法に基づく児童デイサービスセンター事業、並びに発達障がい児に

関する相談、助言等を行う子ども発達支援センター事業を実施するのぞみ園の運営管

理に要する経費 

 （のぞみ園実施事業） 

・ 児童デイサービスセンター事業 

利用見込み数  70名 

・ 子ども発達支援センター事業 

通所児の増加に伴い、肢体不自由児療育訓練業務委託（理学療法士の派遣）を新規

計上したため予算額が増額となっている。 

 

目４ 児童館費 （予算説明書Ｐ８７～Ｐ９０） 

 

１ 児童館・児童センター運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ９，５５９ ８，７７２ ９，０６６

  児童に健全な遊びの場を与え、児童の健康を増進し情操を育む。 

   11施設 平成20年度利用者 延べ 61,926名 
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目５ 放課後児童育成費 （予算説明書Ｐ８９～Ｐ９０） 

 

１ 放課後児童クラブ運営経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  ３，１７９ ３，６８０ ３，６８０

  保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校低学年児童を対象とし、授業終了後

に遊びや生活の場を提供し、児童の健全な育成を図る。 

  ６施設 平成20年度末入所児童数 150人 

 

 

第３款 民生費 項４ 生活保護費 

 

目１ 生活保護総務費 （予算説明書Ｐ９１～Ｐ９２） 

 

１ 自立支援プログラム策定実施推進費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４ 新規 ３９ ０ ０

自立・就労支援のため、就労支援相談員による就労相談や公共職業安定所への同行

訪問等を行い、被保護者の経済的自立の支援を図る。 

 

目２ 扶助費 （予算説明書Ｐ９１～Ｐ９２） 

 

１ 生活保護扶助費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４  1,930,358 1,749,398 1,909,648

  生活困窮者に対し、最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長することを

目的として保護費を支給する。 

                           （単位：千円） 

 平成22年度 平成21年度（当初） 増減 

 生活扶助 530,128 506,469  23,659 

 （延人数） （9,400人） （8,970人） （430人）

 住宅扶助 140,139 128,248  11,891 

 （延世帯） （5,970世帯）  (5,760世帯)  （210世帯）

 教育扶助  8,789  5,641  3,148 

 （延人数） （800人） （670人） （130人）

 医療扶助 1,225,371 1,076,456  148,915 

（延人数） （19,675人） （18,485人） （1,190人）

 その他 25,931 32,584  △6,653 

 

 

第３款 民生費 項５ 交通安全費 

 

目１ 交通安全総務費 （予算説明書Ｐ９３～Ｐ９４） 

 

１ 交通安全推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  １，８１２ １，８３２ １，８３２
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  幼稚園や学校、老人クラブなどで交通安全教室を行うとともに、交通安全啓発運動

を通じて市民の交通安全意識の高揚を図り、交通事故防止に努める。  

   交通安全啓発運動の推進 

交通安全教育の推進 

交通安全啓発看板、旗等の設置及び維持管理等 

  交通安全指導委員報酬（５０名） ２７５千円 

 

２ 交通安全協会交付金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  ４，３００ ４，３００ ４，３００

交通安全思想の普及や高揚を図るため、指導教育活動や広報活動などの活動を行う

交通安全協会を支援する。  

交通安全市民運動の推進、交通安全教育広報活動の推進 

主要通学路等における交通安全指導員の立哨指導 

高齢者に対する交通安全思想の普及 

 

３ 交通傷害保険料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  １，８００ ２，４００ ２，４００

  市民の交通安全意識の高揚を図ることを目的として、小額な保険料で交通事故によ

り傷害を受けた市民を救済するための保障制度。 

保険加入者が減少傾向にあることから予算額が減額となっている。 

 

目２ 交通安全施設費 （予算説明書Ｐ９３～Ｐ９４） 

 

１ カーブミラー設置費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  ８００ ８００ ８００

 見通しの悪い交差点等にカーブミラーを設置し、交通事故の防止を図る。  

   設置箇所数 ３箇所 

 

２ 照明灯設置事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  ６００ ５００ ５００

交通安全対策のため、幹線道路や通学路の交差点等に照明灯を設置する。  

   アームレス街路灯（110Ｗ）２基 

 

 

第３款 民生費 項６ 災害救助費 

 

目１ 災害救助費 （予算説明書Ｐ９５～Ｐ９６） 

 

１ 災害見舞金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ４  ５１０ ５１０ ５１０

  災害で被害を受けた市民に対し、災害見舞金を支給する。 
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第４款 衛生費 項１ 保健衛生費 

 

目１ 保健衛生総務費 （予算説明書Ｐ９７～Ｐ９８） 

 

１ 北海道難病連運営事業助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ １  ５３ ５４ ５４

難病問題の社会的啓蒙と難病についての正しい知識の普及啓発を行うことにより、

難病患者とその家族の社会的自立活動を促進し、福祉の増進を図ることを目的に活動

している財団法人北海道難病連に対し補助する。 

 

２ 母と子の健康づくり事業費 

○食育事業費 

子育て中の若い世代を対象に、将来につながる生活習慣病予防のため、講話や調

理実習を実施し、食生活習慣の大切さについて指導を行う（平成21年度は「明日の

まちづくり事業」で実施）。本年度当初予算の減要因は、「家族で楽しい！食育フェ

スタｉｎのぼりべつ」（平成21年度開催）の終了による。 

    もぐもぐ食育広場（年３回 １回15組予定）  へるしー講座（年３回予定） 

    食育親子料理教室（年４回 １回30名予定） 

○妊婦健康診査経費 

妊娠期の健康診査費用の助成と健康管理のための保健指導を行う。本年度当初予

算の減要因は、予定者数の減による。 

妊婦一般健康診査 14回  超音波検査 ４回  予定者数 350名 

○妊婦保健指導経費 

妊婦とその家族を対象に、親になる準備の支援や子育て支援を行う。本年度当初 

予算の増要因は、すこやかマタニティ教室等で使用する備品の更新による。 

    すこやかマタニティ教室 年３回 １回15組（予定） 

○乳幼児健康診査経費 

乳幼児の健康管理と育児支援のため、乳幼児健康診査を行う。 

４か月児    年12回  予定者数 350名 

１歳６か月児  年12回  予定者数 400名 

３歳児     年12回  予定者数 400名 

○乳幼児保健指導経費 

 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ １  １６２ １，８４０ １，８４０

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ２５，３４６ ２７，８９０ ２７，８９０

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ２６５ ２７ ２７

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ２，５５６ ２，６３１ ２，６３１

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  １１１ ２６ ２６
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保健師等が乳幼児のいる家庭を訪問し、保健指導を行う。本年度当初予算の増要

因は、保健指導で使用する備品の購入等による。 

   妊産婦、乳児、幼児、新生児の全家庭を訪問 

８か月児などを対象に育児相談や栄養相談を行う。 

    ８か月児  年12回  予定者数 350名 

 ○幼児歯科保健対策経費 

むし歯予防のため、フッ素塗布や講話、ブラッシング指導などを行う。 

    フッ素塗布、フッ素洗口、むし歯予防教室（年２回 １回 20 組予定） 

 

３ 地域医療対策等経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  １，１８０ １，１８１ １，１８１

   ○ 市内の歯科医院が、当番制により年末年始・日曜等の歯科救急患者の診療を確

保する（４８０千円）。 

○ 訪問看護ステーションが在宅ケアを重視したサービスを提供する（７００千円）。 

 

４ 救急医療対策事業負担金 

 ○広域救急医療対策事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  ８，１５９ ８，１７２ ８，１７２

西胆振医療圏の７病院が、輪番制により休日・夜間の診療体制を整え、１次及び

２次救急患者の医療を確保する。 

 ○救急医療啓発普及事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  １，５０１ １，４４９ １，４４９

登別・室蘭市内の５病院が、輪番制により休日・夜間の診療体制を整え、外来救

急患者の医療を確保する。 

○小児救急医療支援事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  ２，１８５ ２，６４３ ２，６４３

西胆振医療圏の２病院が休日・夜間の診療体制を整え、小児重症救急患者の医療

を確保する。 

 

５ 市立室蘭看護専門学院整備費負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  ４９ １，６７１ １，６７１

 市立室蘭看護専門学院の移転及び定員拡大に伴う施設改修費等の一部を負担する。

本年度当初予算の減要因は、平成 21 年度は備品等の整備に伴う負担金であったのに

対し、平成 22 年度は施設改修による市債の償還（利子）に伴う負担金であることに

よる。 

  負担額総額 ４，０３３千円 

   うち平成 23 年度～平成 36 年度の支払予定額 ２，３１３千円 

 

 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  １，２１１ １，２１３ １，２１３
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目２ 予防費 （予算説明書Ｐ９７～Ｐ９８） 

 

１ 健康づくり推進協議会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ １  ５４ ９９ ９９

市民の健康づくり推進のため、登別市健康づくり推進協議会が健康増進法及び母子

保健法に基づいた実施計画策定や実施運営を協議する。 

 

２ エキノコックス症対策経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ７０ ６４ ６４

  肝機能に障害を引き起こすエキノコックス症の感染予防の周知や血清検査などを行

う。  

 血清検査   対象   小学３年生以上 

  実施時期 ６月（予定） 

会場   しんた２１ 

 

３ 予防接種経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ６７，６１４ ６８，１０３ ６８，１０３

感染症による病気の発生を未然に防ぐため、予防接種を行う。  

 集団～ポリオ（660 名） 

個別～ＢＣＧ（400 名）、３種混合（1,580 名）、２種混合（400 名）、麻しん・風

しん（890 名）、インフルエンザ（高齢者・8,782 名） 

時限措置～麻しん・風しん（中１・高３）（782 名） 

 

４ 野犬掃討・畜犬登録等経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ １  ８，０５２ ８，９９８ ８，９９８

狂犬病予防法に基づき、畜犬の登録や狂犬病予防注射の接種、野犬掃討を行う。 

また、蜂による刺傷事故やカラスの繁殖期における威かく被害の防止のため、蜂や

カラスの巣の駆除を行う。 

 

目３ 保健事業費 （予算説明書Ｐ９７～Ｐ１００） 

 

１ 健康増進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ３７，２４７ ２７，８８２ ４０，１６２

○ 健康づくり事業   １，６９０千円 

生活習慣病等の予防に関する知識の普及を図り、市民の健康づくりを推進する。 

健康教室・健康相談・訪問指導の実施、健康手帳の配布 

○ 健康診査事業   ３５，５５７千円 

疾病の早期発見・早期治療を図り、市民の健康づくりを推進する。本年度当初

予算の増要因は、女性特有のがん検診推進事業等に伴うがん検診受診者の増が見

込まれることによる。 
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健康診査   40 歳以上の生活保護受給者 

がん検診   肺がん検診・胃がん検診・大腸がん検診・乳がん検診(40 歳以

上）、前立腺がん検診（50 歳以上）、子宮がん検診（20 歳以上） 

     歯周疾患検診 年度内に満 40 歳、50 歳、60 歳、70 歳になる方で、歯科通院 

中でない方 

     肝炎ウイルス検査 満40歳及び満41歳以上となる方で、過去に肝炎ウイルス

検査を受けたことがない方 

 

２ 女性の健康づくり推進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ２  ６９１ ６８７ ６８７

健診機会の少ない女性を対象に健康診査を行い、生活習慣病の予防や健康づくりの

意識高揚を図る。  

対象 19 歳～39 歳の女性 

 

目４ 環境衛生費 （予算説明書Ｐ９９～Ｐ１００） 

 

１ 葬斎場運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １５，０８２ １５，６４７ １５，６４７

葬斎場の維持管理及び周辺整備に要する経費 

 

２ 墓地管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ５，２２２ ５，５４１ ５，５４１

墓地の維持管理及び周辺整備に要する経費 

 

３ 墓参バス借上料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １２０ １８９ １８９

市街地から離れて位置する富浦墓地及び第二富浦墓地までの交通手段がなく、墓参

が困難な市民のため、盆の時期に、市内各所から無料墓参バスを運行する。 

 運行予定日 ８月 13 日（金） 

 

目５ 公害対策費 （予算説明書Ｐ９９～Ｐ１００） 

 

１ 公害対策経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ １  １，３３９ １，４８５ １，４８５

 市民の健康や生活環境を保全するため、河川の水質や大気中のダイオキシン類、交

通量・騒音の測定調査などを行う。 

河川水質測定調査 

登別川（年３回） 鷲別川外８河川（年２回） サト岡志別川（年３回） 

ダイオキシン類（大気）調査（年２回、幌別中学校グランドで実施） 

国道 36 号線沿道自動車交通量・騒音調査（各２地域） 
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第４款 衛生費 項２ 清掃費 

 

目１ 清掃総務費 （予算説明書Ｐ１０１～Ｐ１０２） 

 

１ 衛生団体連合会運営事業助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ５００ ５００ ５００

公衆衛生の向上と良好な生活環境の保全のため、地区衛生組織の実践活動を促し、

清潔で美しいまちづくりを進めるとともに、ごみの減量とリサイクルの普及や啓発活

動、クリーンリーダー育成事業を行う同連合会の運営に対して補助する。 

 

２ 資源回収団体奨励金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ５，５５０ ５，６７０ ４，７３０

 ごみ減量化と資源の有効利用を図るため、新聞紙や金属類、びんなど再利用が可能

な資源の回収を行う町内会や子ども会などの登録団体に、回収量に応じた奨励金を支

給し、循環型社会の形成に努める（回収見込量 1,850トン）。 

 

３ ごみ減量化推進等経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ２８，７８４ ３７，６７７ ３６，１０６

○ ごみ袋管理経費 ２７，７４０千円 

ごみ減量・分別・リサイクルの推進等により、ごみ処理経費の軽減を図り、家

庭から排出されるごみ量に応じた負担の公平化を目的として、家庭系ごみの有料

化を実施している。本年度当初予算の減要因は、市指定ごみ袋製造単価等の減に

よる。 

○ リサイクル・啓発経費 ８８８千円 

容器包装リサイクル法に基づき、びんやペットボトルの再商品化を行うための

費用を負担するほか、不用品ダイヤル市や講習会を行い、リサイクルに対する意

識の高揚を図る。 

○ ごみステーションネット化推進事業補助金 １５６千円 

  ごみステーションの美観や衛生を保持し、ごみ収集の効率化を図るため、ごみ

ステーションをネット化する町内会に対し、ごみネット購入費の一部助成を行う

登別市衛生団体連合会に補助金を交付する。  

 

４ リサイクルまつり開催経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ５９ ５９ ５９

 ごみの減量化を推進するため、ごみの減量やリサイクル意識の向上を内容としたリ

サイクルまつりを開催し、循環型社会の形成に努める。 

 

５ 一般廃棄物処理基本計画策定事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２ 新規 １，３４８ ０ ０

  市では、平成 15 年に策定した「登別市一般廃棄物処理基本計画」に基づき業務を進

めているが、実際に排出されるごみの量及び種別、人口推計に同計画と差異が生じて 
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おり、平成 23 年から第３期の中間計画目標年次が始まることから、同計画の見直しを

行うため、補助業務員を配置し新たな計画を策定する。 

 

６ 不法投棄等防止経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ３１０ ５０ ５０

廃棄物の不法投棄及びポイ捨て防止のため、看板やバリケード等を設置する。また、

悪質な不法投棄に対しては、関係機関と連携し投棄者の特定・指導を図る。本年度当

初予算の増要因は、老朽化した既設の看板やバリケードの更新等による。 

 

目２ 塵芥収集費 （予算説明書Ｐ１０１～Ｐ１０２） 

 

１ 塵芥収集運搬業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  １１９，８８９ １１７，１８０ １１７，１８０

 家庭から出される「燃やせるごみ」「燃やせないごみ」「資源ごみ」「粗大ごみ」「有

害ごみ」の収集運搬業務を委託する。 

 

目３ 塵芥処理費 （予算説明書Ｐ１０１～Ｐ１０２） 

 

１ クリンクルセンター運営管理経費・最終処分場運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２  ５９９，３０７ ７０５，８０９ ６８７，１１９

クリンクルセンター及び廃棄物管理型最終処分場において、廃棄物の適正な処理を

行い、生活環境の保全と循環型社会の形成を図る。クリンクルセンターは白老町との

広域処理を実施しているが、平成 21 年４月からは燃やせるごみとペットボトルを白老

町が処理し、そのほかはクリンクルセンターで処理している。本年度当初予算の減要

因は、クリンクルセンターの施設補修費等の減による。 

○ クリンクルセンター運営管理経費 ５４３，０１２千円 

○ 最終処分場運営管理経費      ５６，２９５千円 

 

２ クリンクルセンター中間改修事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ２ 新規 １２８，５５０ ０ ０

  平成 12 年４月の供用開始から 10 年が経過し、長期的な視野に立って焼却・破砕・

資源化各施設の延命化を図るため、中間改修を行う。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳 
事業費 

市債 一般財源 

１２８，５５０ １１５，６００ １２，９５０
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目４ し尿処理費 （予算説明書Ｐ１０３～Ｐ１０４） 

 

１ し尿収集業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ３  ３２，９０７ ４６，９６７ ４６，９６７

 し尿収集世帯の良好な生活環境を維持することを目的に、効率的にし尿収集を行う

ため業務を委託する。本年度当初予算の減要因は、し尿収集量の減少に伴う収集態勢

の縮小による（収集車３台態勢から２台態勢に縮小）。 

 

２ 汚水処理施設共同整備事業費負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ３  １３１，２００ １６５，０００ １０１，４５０

  し尿及び浄化槽汚でいを下水道施設で処理するための「し尿投入施設」の建設に要

する経費の一般会計負担分を公共下水道事業特別会計に支出する。 

  負担金の財源内訳 

財源内訳 
負担金 

市債 基金 一般財源 

１３１，２００ ９１，４００ ３４，４７９ ５，３２１

 

３ し尿投入施設維持管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ １ ３ 新規 ８，５５１ ０ ０

  し尿及び浄化槽汚でいを下水道施設で処理するための「し尿投入施設」の実負荷運

転を行う。 

 

 

 

第５款 労働費 項１ 労働諸費 

 

目１ 労働諸費 （予算説明書Ｐ１０５～Ｐ１０６） 

 

１ 登別市シルバー人材センター補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ３ ２  ９，５００ ９，５００ ９，５００

高齢者の就業機会の確保や生きがいの充実、社会参加を図る同センターの事業へ補

助する。 

平成 21 年 12 月末会員数 434 名  受託件数 1,832 件 

 

２ 高校生のための企業見学会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  １３６ １１０ １１０

登別市・室蘭市・伊達市の３市合同で、高校生を対象に企業見学会等を実施するこ

とにより、働くことへの意識の醸成、地域産業や企業に対する理解の深化、職業選択

の視野を広げるなど、就職に向けた支援を行う。 
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３ 雇用対策救援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  ２７，３１２ ２５，９７９ ２５，９７９

季節労働者の通年雇用と冬季就労の場の確保に努め、季節労働者とその家族の福祉

を増進し、季節労働者の安定就労と社会生活の向上を図る。本年度当初予算の増要因

は、最低賃金の上昇が見込まれること、及び冬季就労の場に泉源公園の除雪が加わっ

たことによる。 

 

４ 地域職業相談室運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  ２，９０９ ２，９１２ ２，９１２

  登別中央ショッピングセンター・アーニスの２階に設置した登別市地域職業相談室

（ジョブガイドのぼりべつ）をハローワーク室蘭と連携して運営管理を行う。 

求職者の求職受理・職業相談・職業紹介・求人情報の提供などを行い、市民の就職

の促進及び利便性の向上を図る。 

    平成 21 年 12 月末現在の延利用者数 15,493 人 

 

５ 労働相談事業助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  １，０００ １，０００ １，０００

労働環境の改善や雇用の安定確保等のため実施する労働相談事業に助成する。 

組合員総数 864 名（平成 21 年 10 月１日現在） 

 

６ 勤労者特別融資積立金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  ３５，０００ ３５，０００ ３５，０００

 市内に居住する勤労者の生活安定を目的に、生活などに必要な資金の融資を行う。 

融資内容（利率は平成 22 年１月末日現在） 

生活（一般） １件当たり融資限度額 100 万円 

償還期間 10 年以内 利率 2.28％ 

生活（特別） １件当たり融資限度額  30 万円 

償還期間 ３年以内 利率 1.00％ 

教  育   １件当たり融資限度額 150 万円 

償還期間 10 年以内（うち据置期間４年以内） 利率 1.94％ 

 

７ 緊急雇用対策事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４ 新規 １，８７４ ０ ０

  経済雇用情勢の悪化を受け、緊急雇用対策に取り組む必要があるため、国の緊急雇

用対策による緊急雇用創出推進事業の更なる取り組みを行うため、それらの業務の強

化を図る。 
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目４ 職業訓練センター費 （予算説明書Ｐ１０５～Ｐ１０８） 

 

１ 事業所内職業訓練助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４  ２，１００ ２，１００ ２，１００

技能労働者の育成を図るため、職業能力開発促進法に基づき事業所内職業訓練事業

を実施している登別職業訓練協会に助成金を交付する。 

 

 

 

第６款 農林水産業費 項１ 農業費 

 

目１ 農業委員会費 （予算説明書Ｐ１０９～Ｐ１１０） 

 

１ 農地台帳整理事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １ 新規 １，０９６ ０ ０

  農業委員会の許可等の業務について、法令に基づく適正な審議及び透明性の確保が

求められており、農地地図情報システム及び台帳照合システムの整理が必要となるこ

とから、農地台帳の整理を行い、耕作放棄地を出さないよう農地管理の適正に努める。 

 

目２ 農業総務費 （予算説明書Ｐ１０９～Ｐ１１０） 

 

１ 市民農園経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ５５７ ５６６ ５６６

野菜づくりや農作業を通し、農業や農村への理解を深めるとともに、市民の健康増

進や生きがいづくりの推進を図ることを目的に市民農園を開園する。 

開設場所 札内地区 58 区画 １区画あたり 49 ㎡ 

開設期間 ４月下旬～10 月下旬 

 

２ 傷病鳥獣等保護経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １２０ ０ ０

  市民から通報を受けた傷病鳥獣を保護し、北海道の指示に従い動物病院等に搬送し、

治療後自然へ戻す（平成 21 年度の本経費は、有害鳥獣駆除経費に含まれていた）。 

   保護見込件数 12 件 

 

３ 有害鳥獣駆除経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ７０２ ６６７ ６６７

キツネ・鹿・カラス等の有害鳥獣による農業被害や生活環境被害を最小限に食い止

めるため、市民からの被害届及び苦情相談に基づき、捕獲協議会などへ出動要請をし

駆除を行う。 
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４ 農業振興特別補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ５，５５９ ７，５９０ ７，５９０

土地改良事業の円滑な推進を図るため、昭和４３年以降に実施した土地改良事業（道

営農免農道整備事業）に係る受益者負担金相当分を農業者等に補助する。本年度当初

予算の減要因は、補助対象経費の減による。 

 

５ 担い手育成総合支援協議会負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ３０ ３０ ３０

農業の担い手の育成・確保を目的に、市・伊達市農業協同組合・胆振農業改良普

及センター・農業者によって設立した担い手育成総合支援協議会に係る負担金 

（協議会の実施事業） 

担い手アクションサポート事業 

・認定農業者制度の普及啓発  ・担い手の育成・確保 

・認定農業者のフォローアップ 

 

目３ 畜産費 （予算説明書Ｐ１０９～Ｐ１１０） 

 

１ 胆振西部乳牛検定組合補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ４５０ ４５０ ４５０

 乳質の向上と生産乳量の高い優良牛を確保することを目的に、胆振西部乳牛検定組

合に補助金を交付し、活動を支援する。  

牛群検定業務、経営改善指導業務、後代検定推進業務 

 

２ 酪農ヘルパー事業運営補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ７２０ ７２０ ７２０

 酪農経営の安定的な発展と生活環境の改善向上を図るため、酪農ヘルパー事業の普

及、ヘルパー要員の研修・確保を行う伊達市酪農ヘルパー利用組合に補助金を交付す

る。 

伊達市酪農ヘルパー利用組合：加入予定農家数 ９戸 

 

３ 牧場管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  １，１６５ １，１９５ １，１９５

  草地不足の酪農家の育成牛などを市牧場（鉱山町）で預託することにより、飼養

管理、労働の省力化を図る。 

草地維持管理事業、家畜防疫事業、預託牛飼育管理事業 

 

目４ 農地費 （予算説明書Ｐ１０９～Ｐ１１２） 

 

１ 農業用施設等管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ５９３ ７６７ ７６７
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農業用通路などの施設の補修などを行う。 

農業用通路の修繕、海岸吐口閉塞除去作業 

 

目５ 中山間地域対策費 （予算説明書Ｐ１１１～Ｐ１１２） 

 

１ 中山間地域等直接支払交付金・中山間地域等直接支払推進事務費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  １，９０６ １，９０６ １，９０６

  耕作放棄地の発生防止、農地の多目的機能の確保を図るため、中山間地域等直接支

払交付金事業を実施し、農業生産条件の不利な地域における農業者を支援する。 

   実施事業：農道維持管理活動、集落説明会等 

   事 業 費：交付金 １，７７０千円／事務費 １３６千円 

 

目６ 札内高原館費 （予算説明書Ｐ１１１～Ｐ１１２） 

 

１ 札内高原館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ５，３７３ ６，０６６ ６，０６６

体験学習を通して地域間の交流を深めるとともに、体育館等の開放により札内地区

におけるコミュニティの場としての活用を図る。本年度当初予算の減要因は、施設補

修費の減による。 

コミュニティ施設（交流室、体育館等）の開放 

管理委託（指定管理者） 平成２１年度～平成２３年度 

 

 

 

第６款 農林水産業費 項２ 林業費 

 

目１ 林業振興費 （予算説明書Ｐ１１３～Ｐ１１４） 

 

１ 森林整備地域活動支援交付金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １，２１６ １，１５６ １，１５６

森林の有する多面的機能の発揮に向けた適切な森林整備の推進に必要な地域活動に

対して、国、道とともに支援を行う。 

 

２ 民有林造林推進事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ９，６６１ ６，１７３ ６，１７３

民有林のうち国、道の補助を受けた植栽、下刈、除間伐事業に対し、国、道の補助

額を控除した残額に対して補助を行い、森林を守る。本年度当初予算の増要因は、人

工造林、被害地造林、下刈及び間伐の各面積の増による。 

 

人工造林及び被害地造林面積  40.8 ヘクタール 

 下刈及び間伐面積      170.3 ヘクタール 
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事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 道支出金 市債 一般財源 

９，６６１ ３，０６５ ３，７００ ２，８９６ 

 

３ 森林愛護啓蒙事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １００ １００ １００

山火事、遭難防止のための巡視活動や啓発チラシの配布を通じた入山者へのマナー

遵守の呼びかけ、看板等の設置を行う森林愛護組合連合会の事業に補助を行う。 

 

４ 林業振興経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ １  ９３９ ５７０ ５７０

森林の保護や治山施設の効果を高めることにより急傾斜地等の保護等を行い、地域

住民の安全や生活環境の向上を図る。 

事業内容：治山施設の修繕、保安林の保護 

 

 

第６款 農林水産業費 項３ 水産業費 

 

目１ 水産業総務費 （予算説明書Ｐ１１５～Ｐ１１６） 

 

１ 漁港まつり運営費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ３００ ３２０ ３２０

事業内容 海上安全大漁祈願祭、海産物即売、青空市、朝揚げ鮭の即売、花火大会

開催予定日 ９月 11 日（土）・12 日（日） 

 

２ 漁業専門員設置補助金       

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  １，２００ １，２００ １，２００

 地域海洋特性に適した魚介類の栽培や新しい資源づくりを推進するため、漁協、白

老町と広域的に専門員を配置し、漁家経営の安定を目指す。 

 

３ 沿岸漁業構造改善事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ６，９９５ ６，９９５ ６，９９５

 いぶり中央漁業協同組合が建設した荷捌所（製氷・冷蔵施設併設）及び水道管の敷

設事業費について補助する。 

 

４ 登別救難所運営事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ２５０ ２５０ ２５０

海難事故の防止啓発や救助活動を行う登別救難所の運営費の一部を補助する。 
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  平成 21 年度出動実績（４月～１月） １件 

 

５ 漁業近代化資金利子補給金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ８９６ １，１３９ １，１３９

 漁業経営の近代化を促進し、負担を軽減するため、漁業近代化資金に係る借入金利

子の１％を負担する。  

平成 22 年度予定 新規貸付 20,000 千円 

 

６ 水産振興対策事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １ 新規 １，５００ ０ ０

  いぶり中央漁業協同組合が行う事務所建設に対し、水産業の振興を図る観点から、

同組合の負担軽減策として水道管配水管から建物までの給水管敷設工事費に対して補

助を行う（補助上限額 1,500 千円）。 

 

目２ 漁港管理費 （予算説明書Ｐ１１５～Ｐ１１６） 

 

１ 登別漁港維持管理事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  ３１２ ３１９ ３１９

 登別漁港の軽易な維持管理に要する費用と港内照明灯電気料の一部を補助する。 

 

２ 鷲別漁港維持管理事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ ２ １  １０２ １０２ １０２

鷲別漁港内照明灯電気料の一部を補助する。 

 

 

第７款 商工費 項１ 商工費 

 

目１ 商工総務費 （予算説明書Ｐ１１７～Ｐ１１８） 

 

１ 産業クラスター構築支援事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ２  １，０９０ １，１００ １，１００

地場の様々な産業を集積し、自立的発展を可能とする地域市場を創出するため、新

たな事業モデルの構築及び新ビジネス創出等に関する研究を支援する。本年度も引き

続き登別市産業クラスター形成計画により、新たな滞在型・健康保養地型観光の促進

事業に対する経費の一部を負担する。 

 

２ 起業化支援事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ２  ３，０００ ６，０００ ３，０００

  市内において、地域の資源や技術を活用した新たな地場産品の創出、新たな技術の 
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事業化及び新たなサービスの提供を行う起業化の事業を支援し、市内経済の活性化を

図る。本年度当初予算の減要因は、補助見込件数の減による。 

 

３ ものづくり創出支援事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ２  ２，６００ ２，６００ ２，６００

（財）室蘭テクノセンターが行う「ものづくり創出支援事業」に対し、市内中小企

業等が活用した経費を負担する。 

   平成 21 年度市内中小企業活用実績  ３企業 計１，７１３千円 

             

４ 新産業創造活動事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ６００ ６００ ６００

地域の特性や技術などを活用した新技術、新製品、新サービス等の研究・開発事業

を行う団体等を支援し、複合産業の基盤づくりや新産業の創造を促進する。 

 

５ 物産展参加補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ２００ ２００ ２００

地場企業の振興と経営の安定化を図るため、物産展や都市交流事業などのイベント

等に参加する事業に対し、経費の一部を支援する。 

   平成 22 年度事業予定 白石市農業祭（11 月） 

 

６ 札幌のぼりべつ交流プラザ開催経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ７１ ７１ ７１

札幌のぼりべつ会と市内企業とのネットワークを構築し、札幌圏との経済交流の拡

大を図る。 

   平成 22 年度開催場所 登別市（予定） 

 

７ 中小企業相談事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ７，０００ ８，０００ ７，０００

市内商工業者の発展と経営安定を図るため、金融や税務等の各種相談業務など、登

別商工会議所中小企業相談所が行う事業に対して補助する。本年度当初予算の減要因

は、補助対象経費の減による。 

 

８ 登別商工会議所事業推進補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３ 新規 ２，４００ ０ ０

登別商工会議所が市の施策と連携して行う市内経済の活性化事業を推進するため、

その事務を取扱う職員の人件費を補助する。 
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９ 中小企業特別融資利子補給金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ３９５ ３９５ ３９５

中小企業の資金調達に係る負担を軽減し、その事業活動を支援するため、中小企業

特別融資制度の小口事業資金、団体事業資金、新分野進出支援資金の利用者に対し、

年間平均融資残高に応じて利子の補給を行う。 

小口事業資金    年 0.4％    団体事業資金    年 1.5％ 

新分野進出支援資金 年 0.7％ 

 

10 中小企業特別融資積立金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ６６，０００ ６６，０００ ６６，０００

中小企業の円滑かつ積極的な事業活動を支援するため、市内中小企業に対し、低利

の融資を行う。 

中小企業特別融資資金 

一般事業資金、団体事業資金、小口事業資金、事業所開設資金、 

小規模商工業近代化資金、新分野進出支援資金 

 

11 住宅改良促進特別融資積立金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ２５，０００ ２５，０００ ２５，０００

市民の住環境の向上と地場産業の振興育成を図るため、市内業者を利用して住宅改

良、バリアフリー改良、新エネルギー関連改良を行う市民に対し、低利の融資を行う。 

１件当たり融資限度額 300 万円 償還期間 10 年以内 

利率 住宅改良 1.95％、バリアフリー改良 1.75％、 

新エネルギー関連改良 1.75％ 

利率は平成 22 年１月末日現在 

 

12 商店街近代化融資積立金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ３  ８，０００ ８，０００ ８，０００

市内の商店街の近代化を図るため、北海道中小企業高度化資金制度の対象となる商

店街近代化に関する事業に対し、低利の融資を行う。 

商店街近代化融資資金、店舗改造等資金、環境整備資金 

 

13 商工業振興事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４ 新規 １，７３７ ０ ０

  地域の商工業振興を図るため、市内の空き店舗等の実態調査を行うとともに、企業

や商店会等向けの支援策等情報発信の充実を図る。 

 

14 いいモノ発見「のぼりべつ」（登別ブランド推進事業）（明日のまちづくり事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ２  ４，７８２ １，３９０ １，３９０

市内の既存資源や商品・製品の発掘を行うほか、「登別ブランド」推奨制度により推 
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奨された商品に対し、販路開拓等に向けた支援事業を展開することにより、地域産業

の活性化を促進する。本年度当初予算の増要因は、イベントや商談会等への出展料の

補助など、各種支援策に要する経費の新規・増額計上による。 

 

 

第７款 商工費 項２ 観光費 

 

目１ 観光総務費 （予算説明書Ｐ１１９～Ｐ１２０） 

 

１ 登別観光協会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  １０，６００ １０，６００ １０，６００

新しい時代のニーズに対応できる観光地づくりを推進するため、その重要な役割を

担う観光協会の安定運営を支援する。 

 

２ 登別観光協会特別助成金（衛生設備整備事業分） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  １３，０００ １８，０００ ０

観光産業の振興のためホテル・旅館が設置している専用水道施設の衛生設備整備に

対して助成する。 

 

３ 登別温泉コンシェルジュサービス・アンテナショップ運営事業費 

（ふるさと雇用再生特別対策事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  １７，９４２ ０ １６，２３９

  増加する外国人観光客に対応し、通訳のできるコンシェルジュを配置した案内所を

開設するとともに、地域の特産品を備えたアンテナショップを運営し、雇用・就業機

会の創出を図る。 

 

４ 観光振興特別対策事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  ４１，９００ ４１，９００ ４１，９００

市の基幹産業である観光産業の振興を図るため、観光協会が行う誘客促進事業を支

援する。 

 

５ 観光客誘致促進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  ４，４２８ ３，７５０ ３，７５０

  各種イベントへの参加やポスター、パンフレットの作成・配布による観光ＰＲのほ

か、誘客に資するソフト事業等に取り組み、観光客誘致を促進する。 

 

６ 観光ホスピタリティ推進事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  ９００ ９００ ９００

登別観光のイメージアップと誘客促進の一助として、地域ぐるみで観光客を温かく 

もてなすホスピタリティ推進事業に助成する。 
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７ 友好交流促進都市推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ ２  ８６８ ６２２ ６２２

  中国広州市と友好交流を促進し地域レベルでの日中の友好親善を深め、観光振興を

図る。本年度当初予算の増要因は、外国からの訪問団受け入れ回数の増が見込まれる

ことによる。 

 

目２ 観光施設費 （予算説明書Ｐ１１９～Ｐ１２０） 

 

１ 観光施設維持管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  ３，２２５ ３，２６３ ３，２６３

○ 国立公園内観光施設維持事業 

  カルルス駐車場トイレ清掃委託、遊歩道の補修、観光施設のための敷地借上げ等 

○ 国立公園清掃活動事業補助金 

（財）自然公園財団登別支部に対する補助金 

○ 登別フラワーファンタジーロード維持管理事業 

花の観光を推進するため、観光客の道路利用が多い道道洞爺湖登別線、中登別町

の分離帯や植樹帯に植栽した宿根草の適切な維持に努め、観光地の景観向上を図る。 

 

目３ 温泉供給管理費 （予算説明書Ｐ１１９～Ｐ１２０） 

 

１ 温泉供給施設維持管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ １  １０，００４ １３，５２８ １３，５２８

上登別地区への安定した温泉供給を目的として、施設の維持や補修等を行う。 

 

 

 

第８款 土木費 項１ 土木管理費 

 

目１ 土木総務費 （予算説明書Ｐ１２１～Ｐ１２２） 

 

１ のぼりべつ・クリーン＆フレッシュ事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ １ ２  ３５９ ３５９ ３５９

きれいなまちづくりの推進を図るため、道路・公園・河川敷など公共施設の清掃や

美化のボランティア活動を行う個人のグループや企業・各種団体を支援する。 
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第８款 土木費 項２ 道路橋梁費 

 

目１ 道路橋梁総務費 （予算説明書Ｐ１２３～Ｐ１２４） 

 

１ 道路台帳図作成委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ５，５００ ５，５００ ５，５００

新規認定や変更認定した路線の現況測量を行い、台帳を作成するほか、道路工事に

より整備された道路の台帳修正等の業務を委託し、市道管理のデータ整理を行う。 

 

２ 市道用地確定測量委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ２，０００ ２，０００ ２，０００

市道の適切な管理を遂行するため、未処理となっている用地の現況測量や用地確定

測量を行う。 

 

３ 市道用地買収費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ５，１００ ５，３９０ ５，３９０

市道の未処理用地のうち、市道用地確定測量を行った未処理用地の買収を行う。 

 

４ 橋梁長寿命化計画策定委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １ 新規 ３，８００ ０ ０

  橋梁点検調査 Ｎ＝２９橋 

  今後、急速に高齢化橋梁の増大が見込まれることから、当該橋梁に係る修繕・架替

え等を見据えた長寿命化修繕計画を策定する。 

 

目２ 道路維持費 （予算説明書Ｐ１２３～Ｐ１２４） 

 

１ ロードマーク設置費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ３  １，５００ １，５００ １，５００

車道センターライン及びドット線等の区画線塗布を行う。 

 

２ 除雪委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００

冬期間における歩行者及び通行車両の安全を確保するため、業務委託により、市道

の除雪や凍結防止剤の散布を行う。 

 

３ 冬道対策経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ５，２００ ５，２００ ５，２００

すべり止め用砂箱等の補修や砂、凍結防止剤等の購入。 
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４ 市道常時補修費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  ６８，１４０ ６８，６６０ ６８，６６０

歩行者や通行車両の安全確保のため、市道の維持管理・補修を実施する。 

 

目３ 道路新設改良費 （予算説明書Ｐ１２３～Ｐ１２４） 

 

１ 道道上登別室蘭線中央通改良受託事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １ 新規 ２３７，５００ ０ ０

  現在、北海道が道道上登別室蘭線（若山地区）の拡幅改良整備（富岸川（富穂橋）

から総合体育館までの区間）を進めているが、平成２２年度より事業区間を延長し、

登別室蘭インターチェンジ出入口までの拡幅改良整備に着手することになったことか

ら、この区間の用地補償業務を北海道の委託を受けて実施する。 

 

受託事業内容  用地買収 一式 

        移転補償 一式 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 委託金 一般財源 

２３７，５００ ２３７，４５２ ４８

 

２ 広域幹線、市内幹線道路網の整備 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  １６０，６００ １５０，８００ １９１，１８３

 

○東町 34 号線改良事業費 １６，０００千円 

道路改良舗装 Ｌ＝45ｍ Ｗ＝7.5ｍ＋2.5ｍ 

歩道改良舗装 Ｌ＝55ｍ Ｗ＝3.5ｍ 

 事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 市債 一般財源 

１６，０００ １４，４００ １，６００

 

○市道舗装排水整備事業費 ５６，０００千円 

市道整備に伴う測量調査委託、市道の改良、舗装、排水路工事 

道路改良工事 ４本 Ｌ＝199ｍ、道路舗装工事 ６本 Ｌ＝1,004ｍ 

排水路工事  ３本 Ｌ＝130ｍ 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 市債 一般財源 

５６，０００ ４１，８００ １４，２００

 

○鷲別 30 号線改良事業費 ３６，３００千円 

  用地買収 一式、移転補償 一式 

道路改良舗装 Ｌ＝145ｍ Ｗ＝7.0ｍ＋2.5ｍ 
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事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

３６，３００ ２１，６００ １３，６００ １，１００ 

 

○栄町 26 号線外１改良事業費 ２４，０００千円 

道路改良舗装 Ｌ＝120ｍ、Ｗ＝7.0ｍ＋2.0ｍ 

       Ｌ＝ 30ｍ、Ｗ＝6.0ｍ 

用地買収 一式、測量調査 一式 

 事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 市債 一般財源 

２４，０００ ２１，６００ ２，４００

 

○登別温泉中央通り改良事業費 １０，０００千円 

排水工  Ｌ＝50ｍ、実測線測量・実施設計 一式 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 市債 一般財源 

１０，０００ ９，０００ １，０００

 

○登別温泉中央通り災害防除事業費 １８，３００千円 

法面工  Ｌ＝75ｍ、実施設計 一式 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

１８，３００ １０，８００ ６，８００ ７００ 

 

目４ 橋梁維持費 （予算説明書Ｐ１２５～Ｐ１２６） 

 

１ 橋梁維持補修経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ３ １  １，７８０ ３，２８０ ５，７８０

  歩行者や通行車両の安全確保のため、橋梁の維持管理や補修を行う。 

   減要因：若山学園橋保護護岸改修事業 2,500 千円を平成２１年度補正で「地域活

性化・きめ細かな臨時交付金」を活用して実施のため（繰越明許費） 

 

 

第８款 土木費 項３ 河川費 

 

目２ 河川維持費 （予算説明書Ｐ１２７～Ｐ１２８） 

 

１ 河川維持補修経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ １  ３，３５０ ３，３５０ ３，３５０
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河川維持工事や河川築堤草刈業務等を行う。 

 

２ 河川防護柵設置事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ １  ８００ １，０００ １，０００

上鷲別川に防護柵を設置する。 

 

目２ 河川改良費 （予算説明書Ｐ１２７～Ｐ１２８） 

 

３ ポンヤンケシ川改修事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ １ 新規 １０，０００ ０ ０

  地域の環境、防災機能の向上を図るため、河川整備を実施する。 

実測線測量・実施設計 一式 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 市債 一般財源 

１０，０００ ９，５００ ５００

 

 

第８款 土木費 項４ 都市計画費 

 

目２ 公園管理費 （予算説明書Ｐ１２９～Ｐ１３０） 

 

１ 公園維持管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ２ １  ８４，５６３ ９０，５１９ ９２，６２８

市内 131 か所の公園・広場や街路樹の維持管理を行う。 

 

２ 街区公園等清掃交付金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ２ １  ６４０ ６４０ ６４０

公園は地域の身近な憩いの場として利用されることから、維持管理の一部を町内会

等に協力してもらい、その協力に対して交付金を交付する。 

   実施予定町内会 40 町内会   実施予定公園数 54 か所 

 

目３ 公園事業費 （予算説明書Ｐ１２９～Ｐ１３０） 

 

１ キウシト湿原緑地保全事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ３４，１００ ３０，１００ ３０，１００

多様な動植物が生息し、環境省から重要湿地に選ばれているキウシト湿原の保全と

利活用を図るため、施設整備を行う。 

事業内容 園路（木道）設置工事 一式 
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事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

３４，１００ １７，０００ １５，３００ １，８００ 

 

目４ 緑化推進費 （予算説明書Ｐ１２９～Ｐ１３２） 

 

１ 緑化推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ４，２６５ ４，２５０ ４，２５０

みどり豊かなまちづくりを目指し、緑化の推進やみどりに対する意識の高揚を図る

ため、市民参加のもと、各種事業等を行う。 

 

市民緑化推進事業  町内会等へ公共施設に植栽する樹木や花苗を配布する。 

（６月実施予定） 

沿道美化事業    道道弁景幌別線などの沿道へ花苗を植栽する。 

（４月・７月実施予定） 

試験育苗事業    町内会等の協力のもとビニールハウス内で、花苗の試験育苗

を行う。 

みどりの講習会   市民の緑化意識の高揚・啓発を図るため、家庭園芸など、み

どりに関する講習会を行う。（５月・６月実施予定） 

グリーンデータバンク 

家庭で育てられなくなった樹木等の有効活用を図るため、受

取希望者への仲介を行う。 

 

２ 幌別鉄南地区海浜地緑化事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ６８０ ２，４００ ２，４００

  幌別鉄南地区の海浜地に、地域住民と協働でクロマツを植栽し、景観の改善を図る

とともに緑化を推進する。 

  減要因：Ｈ２１～植栽５か所・３１３本 ネットフェンス１１８ｍ 

Ｈ２２～植栽１か所・ ６３本 ネットフェンス ３８ｍ 

 

 

第８款 土木費 項５ 住宅費 

 

目１ 住宅管理費 （予算説明書Ｐ１３３～Ｐ１３４） 

 

１ 市営住宅改善経費（高齢者・身体障がい者施策） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ２ ２  ６００ ６００ ２，０２８

市営住宅に入居している高齢者や身体に障がいを持つ方が暮らしやすいよう、日常

生活の利便性に配慮し、居住環境の改善を図る。 
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２ 市営住宅地上デジタル放送対応改善事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

４ ２ ２ 新規 ８，５６８ ０ ０

  地上デジタル放送開局に伴う既存電波障害共聴区域内の電波受信状況調査及び改善

を行う。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

８，５６８ ３，８３２ ４，７００ ３６ 

 

 

 

第９款 消防費 項１ 消防費 

 

目１ 常備消防費 （予算説明書Ｐ１３５～Ｐ１３６） 

 

１ 2010 救える命があります！（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ２ ３  １，１００ １，８６０ １，８６０

  市民とともに安全で安心して暮らせるまちづくりのため、AED(自動体外式除細動器)

の貸出しや救急救命講習会の強化を図るとともに、救急自動車の適正利用の PR 活動を

行い救命率の向上を目指す。また、市民の防火・防災意識の高揚を目的に、消防・救

急フェスティバルを開催する。さらに、火災から命を守るため、防火対策の啓蒙活動

や住宅用火災警報器の普及啓発活動の強化を図る。 

 

２ 消防施設等整備基金積立金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ３ ２ 新規 １４，３３０ ０ ０

  消防施設等の整備に伴う財政的負担の軽減を図るため、北海道から交付される石油 

貯蔵施設立地対策等交付金を積み立てる。 

  

 

 

 

第１０款 教育費 項１ 教育総務費 

 

目３ 指導教育研究費 （予算説明書Ｐ１３９～Ｐ１４２） 

 

１ 不登校・いじめ等対策経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ １  ２１７ ２２１ ２２１

不登校やいじめ等を未然に防止するとともに、それらの問題に早期かつ適切に対処

するため、教育指導専門員による相談や研修会の開催、広報紙による啓発などを行う。 

主な事業内容 

教育相談、いじめ相談電話  随時  教育指導専門員２名 月～金9:00～17:00 

不登校・いじめ等対策会議 年２回  教職員を対象とした研修会  年２回 
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父母懇談会の開催 月の第２火曜日  ふれあいサポート懇談会   年２回 

「いじめ学習資料」の配布 年１回  広報紙「手をつなぐ親と子」 年３回 

 

２ スクールカウンセラー活用事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ １  ２８８ ３００ ３００

不登校やいじめ等を未然に防止するとともに、それらの問題に早期かつ適切に対処

するため、臨床心理士などの専門家を学校に配置し、児童・生徒へのカウンセリング

体制の充実を図る。  

配置校（拠点校方式） 西陵中学校、緑陽中学校 

 

３ 心の教室相談員活動経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ １  １，７８９ １，８０４ １，８０４

不登校やいじめ等を未然に防止するため、生徒の悩み相談等に応じる心の教室相談

員を中学校に配置し、生徒が心のゆとりを持ち、ストレスをためることがない環境を

整備する。 

配置校 幌別中学校、西陵中学校、鷲別中学校、登別中学校、緑陽中学校 

 

４ 特色ある学校づくり推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ４，７２１ ４，３２２ ４，３２２

豊かな人間性を育むとともに、地域への愛着を育てるため、総合的な学習の時間や

生活科等を通して、各学校の特色ある学校づくりを推進する。なお、本年度は、新た

にスキー体験学習モデル事業を実施するため、予算額が増額となっている。 

登別温泉入浴体験事業 

参加対象児童：４３４名（各小学校３年生） 

総合的な学習活動研究推進事業（全小中学校） 

対象学校数：１３校（全小中学校） 

事業内容：自由な学習環境の中で学ぶ総合学習の推進を図る。 

生活科実施等経費 

対象学校数：８校（各小学校１・２年生） 

事業内容：動物の飼育・学校菜園 

スキー体験学習モデル事業（新規） 

 

対象学校数：２校（幌小及び東小 5・6年生） 

 

５ 自然体験学習推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ６１８ ８１９ ８１９

児童・生徒の社会性・自主性を育てるため、ネイチャーセンターを活用し、宿泊研

修や炊事遠足などの自然体験学習を行う。 

 

６ 小中学校情報教育推進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ３７，３４１ ５０，４３２ ５０，４３２
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情報化社会に対応することができる能力を育てるため、パソコン等の情報通信機器

を小中学校等に配置し、情報教育の推進を図る。なお、本年度は、再リース契約の増

加によるパソコンリース料の減などにより予算額が減額となっている。 

パソコン設置台数 小学校 200 台・中学校 205 台・学校事務 13 台・教員用 280 台 

学校図書館用 13 台・情報教育センター５台・サーバ 22 台 

計 738 台 

 

７ 言語障害通級指導教室運営経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ２１５ １９４ １９４

言語障がい児教育の充実・伸展を図るため、言語治療を必要とする幼児・児童を対

象にことばの教室を開設する。 

 （実施内容） 

幼児部・小学部の入級判定、保護者との教育相談、言語指導 

 

８ 特別支援教育振興費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ３６３ ３６３ ３６３

心身に障がいのある児童・生徒の能力と個性を伸ばし、将来における社会人として

の自立と社会参加を促すため、特別支援教育の指導内容の研究と実践を図る。 

 

９ 教育研究会運営事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ６５０ ７２０ ７２０

教職員の職務遂行上必要な専門性の維持向上を図るため、各部会活動や研修会を行

っている登別市教育研究会に対して補助金を交付する。なお、本年度は、補助額の見

直しを行ったため、予算額が減額となっている。 

 

10 教育実践研究奨励経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ６１５ ６７２ ６７２

市内小・中学校の教育レベルを高めるため、実践奨励校ごとに研究主題を定め、そ

の成果を公開研究会で発表するとともに、研究紀要を作成する。  

事業内容 研究主題に基づく研究、成果の公開研究会、研究紀要作成 

実 施 校 新規５校 継続４校 

 

目４ 交流教育推進費 （予算説明書Ｐ１４１～Ｐ１４２） 

 

１ 外国青年招致経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ９，６１６ ９，５７９ ８，７５３

 国際化社会で活躍することができる人材を育てるため、生きた英語を指導する外国

語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、英語を使ったコミュニケーション能力の育成などを

図る。 

事業内容  中学校での英語指導、市民対象の英会話教室 

小学校での外国語活動や地域住民等との交流 
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２ 姉妹都市小中学校交流事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ １  ５０５ ７８０ ７８０

地域を越えた広い視野を身に付けるとともに、ふるさとへの愛着を深めることを目

的に、姉妹都市・白石市との小中学校交流事業を実施する。 

平成 22 年度事業の内容 

ふるさと豆記者交流事業 

実 施 日 平成 22 年８月（予定） 

事業内容 宮城県白石市の児童 10 名が当市を訪問し、相互交流を図る。 

ふるさとのまちを語る交流事業 

実 施 日 平成 22 年 10 月（予定） 

事業内容 当市の中学生 2名が宮城県白石市を訪問し、相互交流を図る。 

 

目５ 生涯学習推進費 （予算説明書Ｐ１４１～Ｐ１４２） 

 

１ 生涯学習推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  １３１ ２２０ ２２０

 市民が生涯を通じて学習活動を行うことができる環境を整え、生涯学習社会の実現

を図るため、生涯学習情報の提供等を行う。 

生涯学習情報の提供 

生涯学習ニュース（明日をひらく窓） 生涯学習情報 

生涯学習ガイド           生涯学習人材バンク 

各種会議の開催 

生涯学習連絡会の開催 市内小中学校と教育委員会・市長部局との意見交換 

 

２ 学校支援地域本部事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３ 新規 ７２０ ０ ０

 地域で学校をサポートするシステムを構築し、地域教育力の向上を図ることを目的

に、各中学校区に学校支援地域本部を設置し、地域の特色を生かした学校支援事業を

実施する。 

  実施方法  事業実施は各校区に組織する実行委員会に委託 

  事業内容  各学校支援地域本部において、事業内容や学校及び地域住民への普

及啓発方法を検討し、その検討結果に基づき、地域の特色を生かし 

た学校支援事業を実施 

 

３ 子ども地域交流プラザ事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３  １，０００ １，０００ １，０００

人とのふれあいを大切にする心や地域への愛着を育むことを目的に、ふれあい・自

然体験などの事業を行っている登別市子ども地域交流プラザ運営委員会に補助金を交

付する。 

事業内容  ふれあい農園、巡視船体験乗船、自然体験学習等 
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目６ 教育財産管理費 （予算説明書Ｐ１４１～Ｐ１４２） 

 

１ 教育施設運営管理委託料（市民会館・鷲別公民館・総合体育館・陸上競技場） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  ７１，０４１ ７１，０４１ ７１，０４１

市民が活発に文化・スポーツ活動を行える環境を整えるため、指定管理者に委託し、

社会教育施設の運営管理を行う。 

 

２ 市民会館改修事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  ５，７００ ７８８ ７８８

老朽化した市民会館設備の改修を行う。なお、本年度は、老朽化した非常用発電設

備用蓄電池等の更新を行うため、予算額が増額となっている。 

 

目７ 教育諸費 （予算説明書Ｐ１４１～Ｐ１４４） 

 

１ 児童生徒健康診断等経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ １  １８，６８７ １８，７５７ １７，８７４

児童・生徒の健康保持及び増進を図るため、市内小中学校の児童・生徒並びに新入

学児童の健康診断を実施する。 

結核検診（全員）、心臓検診（小１・中１）、ぎょう虫卵検査（小１～小３）、 

尿検査（全員）、内科検診（全員）、歯科検診（全員）、 眼科検診（小１・中１）、 

耳鼻科検診（小１・中１） 

新入学対象予定者 488 名 

 

２ 私立高等学校教育振興補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  １，５６６ ３，２３３ ２，２０６

私立高等学校の安定した学校経営を図り、多様な教育機会を確保するため、私立登

別大谷高等学校に対して、入学金減免額の３分の２を上限とした額並びに備品購入に

係る費用の一部を補助する。 

 補助対象 入学者 80 名及び備品購入費 

 

３ 児童生徒遠距離通学費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ３，５６０ ３，２１０ ３，２１０

バスで通学する小・中学生の保護者の経済的負担の軽減を図るため、バス通学児童・

生徒に対して、通学に要する費用の一部を補助する。  

補助対象人員 小学校 ２校 １８名  中学校 ３校 １２２名 

 

４ スクールバス運行経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  １３，３０９ １３，２４８ １３，２４８

遠隔地から通学する児童・生徒の負担を軽減するため、札内町・来馬町に居住する

児童・生徒を幌別小学校・幌別中学校へ、カルルス地区・上登別地区・登別温泉地区・ 
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中登別地区に居住する児童を登別小学校へ送迎するスクールバスを運行する。 

 

 

第１０款 教育費 項２ 小学校費 

 

目１ 学校管理費 （予算説明書Ｐ１４５～Ｐ１４６） 

 

１ 特別活動推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ２４０ ２４０ ２４０

児童の自主性や社会性等を育てるため、各学校の特色や児童の発達段階などを踏ま

え、児童による自主的・実践的な活動（児童会活動等）を助長する。 

 

２ 特別支援教育推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  １，３９５ １６，７８０ １４，０９５

  心身に障がいのある児童一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、自立や社会参

加に向けて必要な支援を行うため、特別支援学級を設置する。なお、本年度より、支

援員等の設置に要する人件費は給与費に計上することとしたため、予算額が減額とな

っている。 

 

目２ 施設管理費 （予算説明書Ｐ１４５～Ｐ１４６） 

 

１ 小学校耐震診断等事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  １４，９００ ３，７３８ ２，９１９

    耐震化優先度調査の結果を踏まえて、地震に対して倒壊等の危険性があると推定さ

れる建物について、耐震診断（２次診断）を行う。なお、昨年度は、優先度調査でラ

ンク１及びランク２と判定された校舎及び屋体を対象に２次診断を行ったことから、

今後は、ランク３～ランク５の校舎及び屋体について順次２次診断を行う予定である。 

  今年度については、次の学校について２次診断を行う。 

  平成 22 年度耐震診断実施校 

    鷲別小学校（校舎）・青葉小学校（校舎） 

   

 

目３ 教育振興費 （予算説明書Ｐ１４５～Ｐ１４６） 

 

１ 特別支援教育就学奨励費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  １，２５７ １，２６３ １，２６３

特別支援学級に就学している児童の保護者の経済的負担を軽減するため、特別支援

学級への就学に必要な費用の一部を援助する。  

対象人員 小学校 30 名 
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２ 要保護・準要保護就学援助費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ －  ３３，６４６ ３６，１４６ ３６，１４６

  経済的な理由により就学が困難と認められる児童の保護者に、就学に必要な援助を

行う。 

小学校 444 名 

 

 

第１０款 教育費 項３ 中学校費 

 

目１ 学校管理費 （予算説明書Ｐ１４７～Ｐ１４８） 

 

１ 中学校体育連盟助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ １  １，４６０ １，４６０ １，４６０

スポーツを通して生徒の心身の健康を増進するとともに、学校間の親睦と交流を深

めることを目的に、市内中学校の体育活動振興のために活動する中学校体育連盟に対

し、その活動に必要な費用の一部を助成する。 

 

２ 特別活動推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ２，５５０ ２，６５０ ２，６５０

生徒の自主性や社会性等を育てるため、各学校の特色や生徒の発達段階などを踏ま

え、生徒による自主的・実践的な活動（生徒会活動・部活動等）を助長する 

 

３ 特別支援教育推進経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ８１０ ７，７７３ ６，６４８

心身に障がいのある生徒一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、自立や社会参

加に向けて必要な支援を行うため、特別支援学級を設置する。なお、本年度より、支

援員等の設置に要する人件費は給与費に計上することとしたため、予算額が減額とな

っている。 

 

目３ 教育振興費 （予算説明書Ｐ１４７～Ｐ１４８） 

 

１ 特別支援教育就学奨励費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ９１９ ８０２ ８０２

  特別支援学級に就学している生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、特別支援

学級への就学に必要な費用の一部を援助する。 

対象人員 中学校 18 名 

 

２ 要保護・準要保護就学援助費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ －  ３３，５２１ ３７，０４９ ３７，０４９

  経済的な理由により就学が困難と認められる生徒の保護者に、就学に必要な援助を 
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行う。 

中学校 285 名 

 

 

第１０款 教育費 項４ 社会教育費 

 

目１ 社会教育総務費 （予算説明書Ｐ１４９～Ｐ１５０） 

 

１ 市民生涯学習推進講座経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  ２，４２５ ３，０１８ ３，０１８

 市民が生涯を通じて学習活動を行うことができる環境を整え、生涯学習社会の実現

を図るため、ときめき大学・婦人短期大学などの事業を実施する。なお、今年度は、

ときめき大学の送迎用バスの運行台数の見直しなどにより、予算額が減額となってい

る。 

・ときめき大学（４年制）・婦人短期大学（２年制） 

教養コース（共通）、専修課程(グループ学習)、選択コース（婦人短期大学は１

コース以上必修） 

   【平成 21 年度受講者数】 

    ときめき大学 251 人（聴講生含む）／婦人短期大学 124 人（聴講生含む） 

・家庭教育学級 

 12 学級（市内私立幼稚園、小学校） 

・市民マイプラン講座 

 市民が自主的に行う学習等への支援事業 

 

２ 三市合同女性国内派遣研修経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ ４ ２  ２７０ １８０ １８０

 女性リーダーの資質向上と地域における女性団体活動の活性化を図り、もって男女

が共に参画できる地域社会を形成するため、地域で活動している女性を先進地に派遣

し、全国各地における女性の社会参加や地域活動、学習活動について研修を行う。 

期    日  平成 22 年８月下旬 

場    所  埼玉県嵐山町外 

派遣人員  ３名 

 

３ 財団法人登別市文化・スポーツ振興財団事業補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ － －  ４，４１８ ４，６２９ ４，６２９

 

財団法人登別市文化・スポーツ振興財団が行う文化・スポーツ事業を補助する。 

文化振興事業 

文化教室開催事業 ６事業 

（初心者英会話教室、ペン習字教室等） 

芸術鑑賞事業 ２事業 

（道新ジュニアクラシック札響コンサート、夏川りみコンサート） 

共催事業 ３事業 

（文化講演会、市民文化祭、小中学生書初展） 
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スポーツ振興事業 

スポーツ教室開催事業 10 事業 

（ジュニアテニス教室、温泉散策ウォーキング等） 

スポーツ大会開催事業 ４事業 

（市民綱引き大会、市民スポンジテニス大会、市民ソフトボール大会（夏・秋）） 

共催事業 ２事業 

（市民ゲートボール大会、市民ミニバレー大会） 

 

４ 財団法人登別市文化・スポーツ振興財団運営補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ － －  １１，３９９ １１，３１１ １１，３１１

財団法人登別市文化・スポーツ振興財団の運営に係る経費を補助する。 

 

５ ＰＴＡ連合会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ２  ３００ ３００ ３００

市内各学校ＰＴＡの緊密な連絡調整により教育の充実を図ることで、子どもたちの

豊かな人間性を育むため、市内の小中学校及び高校のＰＴＡで構成される登別市ＰＴ

Ａ連合会の活動を支援する。 

 

６ 社会教育業務推進事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４ 新規 １，７１２ ０ ０

緊急雇用創出推進事業を活用し、事務補助を配置することにより、社会教育事業の

推進を図る。 

 

目２ 婦人研修施設費 （予算説明書Ｐ１４９～Ｐ１５０） 

 

１ 婦人研修の家維持管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  ３，０００ ３，４０１ ３，４０１

婦人の生活文化や教養の向上を図るとともに、地域における婦人間の連携を図るた

め、市内８箇所に設置した婦人研修の家の維持管理を行う。なお、運営管理について

は、指定管理者への委託により行っている。 

 

２ 婦人研修の家敷地購入費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － － 新規 ６６，６２２ ０ ０

栄婦人研修の家敷地として使用している登別市土地開発公社所有地を取得する。 

    取得面積  1,040.79 ㎡ 
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目３ 公民館費 （予算説明書 P１４９～P１５０） 

 

１ 公民館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  １，９２４ １，５７５ １，５７５

地域住民に身近な交流・研修の場を提供するため、公民館（登別、登別温泉、鷲別

の一部）の運営管理を行う。なお、鷲別公民館については、指定管理者への委託によ

り運営管理を行っている。 

 

目４ 図書館費 （予算説明書Ｐ１４９～Ｐ１５２） 

 

１ 図書館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  １５，７００ １６，９５０ １６，９５０

市民の教育文化の向上に寄与するため、図書資料等の整備を行い、市民の利用に供

するとともに、『小中学生の読書感想文・読書感想画コンクール』や『文化講演会』な

どの読書推進事業を行う。  

○図書購入予定冊数       6,300 冊 

○蔵書数（平成 20 年度末）  147,269 冊 

○年間貸出数（平成 20 年度） 219,662 冊 

○主な主催事業 

小・中学生の読書感想文、読書感想画コンクール、文化講演会 

年長児の読書感想画募集、読み聞かせの研修会 

新刊図書案内及び児童室だよりの発行、図書館まつり 

 

２ 移動図書館車運行業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １  ２，９６６ ２，９６６ ２，９６６

移動図書館車の効率的な運行と巡回サービスの向上を図るため、運行業務を委託す

る。 

  ○年間運行予定日数 227 日 

  ○年間貸出数（平成 20 年度） 28,864 冊 

 

３ 「ほん」との出会い、ふれ愛、語り合い（明日のまちづくり事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ １ １ 新規 ７００ ０ ０

図書館に対する関心を高め、市民の感性を豊かにすることを目的に、本と出合い、

ふれあうことができる場として、赤ちゃんからお年寄りまですべての市民を対象に、

絵本の読み聞かせ広場や各種講演会などを実施する。 

（実施事業） 

 ・絵本の展示、原画展、読み聞かせ広場、講演会 

 ・ライブラリーツアー 

 ・乳幼児等の保護者を対象とした講演会 

・ふくろう文庫特別展及び講演会 

 ・音読教室講演会 
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目５ 青少年対策費 （予算説明書Ｐ１５１～Ｐ１５２） 

 

１ 放課後子ども教室推進事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

１ １ １  １，７９３ １，５７７ １，５７７

  放課後に子どもたちが安心して過ごすことができる活動拠点（居場所）を設けるた

め、地域の方々の参画を得て放課後子ども教室を開設し、様々な体験活動や交流活動

などの取り組みを推進する。なお、本年度は、利用者の増加に伴い、安全管理員を１

名増員したため、予算額が増額となっている。 

   開設場所 鷲別小学校内 

 

２ 少年の主張大会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３  ２８ ２８ ２８

  子供たちが、論理的に考える力や自分の考えを正しく理解してもらう力、広い視野

と柔軟な発想、創造性を身につけるとともに、青少年の健全育成に対する市民の理解

を得ることを目的に、中学生が日常生活での体験や日ごろ考えていることなどについ

て発表を行う、少年の主張大会を開催する。 

期日 平成 22 年 6 月  場所 幌別中学校  発表者数 12 名 

 

３ 青少年育成指導経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３  ９５５ ９６０ ７８１

  青少年の非行防止を図るため、補導センターや青少年問題協議会を運営し、専任補

導員や補導委員による巡回、育成だよりの発行などを行う。  

青少年問題協議会（委員 15 名） 

青少年補導委員（委員 62 名） 

 

４ 成人祭経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３  ４９６ ５３０ ５３０

  新成人が大人としての自覚を持ち、意識の向上を図ることができるよう、登別市成

人祭実行委員会の主催により成人祭を開催する。 

期日 平成 23 年１月９日（予定）  場所 登別マリンパーク（予定） 

対象人員 約 650 名 

 

５ 子ども会活動振興助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ２ ３  ８３０ ８３０ ８３０

  子どもたちが様々な体験を通して「生きる力」を身につけることができるよう、『こ

いのぼりマラソン大会』や『かるた大会』などの活動を行う登別市子ども会育成連絡

協議会を支援する。  

団体数 43 団体（７地区連盟） 

 

６ 通学合宿 みんなで学ぶ「子ども村」（明日のまちづくり事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  １，０６０ １，０６０ １，０６０
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  共同生活を通して基本的生活習慣を身に付けるとともに、協調性や責任感を育むこ 

とを目的に、小学生（５～６年生）がネイチャーセンターで支援ボランティアととも

に生活し、自然体験や学習活動を行いながら学校へ通う「通学合宿」を実施する。 

期日 平成 23 年 5 月～6月及び 10 月～11 月   

定員 20 名×４回（１回４泊５日） 

 

目６ 郷土資料館費 （予算説明書Ｐ１５１～Ｐ１５４） 

 

１ 郷土資料館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  １，９３０ ２，３１９ ２，３１９

郷土に関する資料を市民に供し、ふるさと登別を大切にする心を育てるため、郷土

の歴史、民俗、産業、文化に関する資料を収集、保管、展示する郷土資料館の運営管

理を行う。 

 

目７ 文化振興費 （予算説明書Ｐ１５３～Ｐ１５４） 

 

１ 中学校音楽祭経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ １  ２１５ ２６９ ２６９

子どもたちの創作活動を喚起し、自発的な文化活動を推進するため、市民会館大ホ

ールを会場に、市内中学校の代表クラスや合唱部、吹奏楽部などが日ごろの練習の成

果を披露する中学校音楽祭を開催する。 

期日 平成 22 年 10 月上旬  参加校 ６校 

 

２ 文化振興助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ １  ８００ ８００ ８００

 市民が文化に親しめるまちづくりを推進することを目的に、市民文化の振興と裾野

拡大のために活動を行っている登別市文化協会を支援する。  

団体数 37 団体 約 2,100 名 

 

３ 第 52 回北海道文化集会開催事業費補助金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ １ 新規 １４０ ０ ０

 登別市文化協会に対し、平成22年度に本市にて開催される北海道文化集会の開催に

要する経費の一部を補助する。 

  参加人数 約150名 

 

４ 児童・生徒文化振興助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ １  ５００ ５００ ５００

保護者の負担を軽減し、もって児童・生徒の文化活動の向上を図るため、市内の小・

中学校、高校に在籍する児童・生徒が全道・全国大会に出場するために要する経費の

一部を助成する。 

 

 



 61

５ 三市合同文化事業負担金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ １  １，０００ １，０００ １，０００

市民がより高度な文化にふれ、もって地域文化の向上を図ることを目的に、三市広

域行政による芸術文化振興事業を実施する。 

 

６ 文化伝承館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ３００ ３３０ ３３０

郷土の歴史や文化を伝承し、市民の教育・文化の向上を図ることを目的に、郷土の

歴史や文化に関する講習会、研究会、体験学習等を開催する。 

 

７ 文化財保護経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ４５３ ３３１ ３３１

市民が郷土に対する理解を深め、ふるさと登別を大切にする心を養うことを目的に、

文化財保護に関する調査・研究・普及を行う。なお、本年度は、アフンルパル等の名

勝指定に係る経費及び（仮称）アイヌ文化講座開催に要する経費を計上したことなど

から予算額が増額となっている。 

 

８ のぼりべつ文化交流館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２  ４，２０３ ３，８５３ ３，８５３

埋蔵文化財に接する機会を設けることにより郷土に対する理解を深めるとともに、

作品展示の場を設けることで市民の文化活動の向上を図るため、市内で発掘・出土し

た埋蔵文化財の保管・展示、体験学習、市民の作品展示などを行う、のぼりべつ文化

交流館の運営管理を行う。 

○入館者数（平成 21 年度実績） 2,859 名 

  ○開館期間 ４月１日から 11 月 30 日まで 

 

９ 郷土史写真保存・公開事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ３ ２ 新規 １，２５９ ０ ０

  緊急雇用創出推進事業を活用し、市民から提供された郷土史写真のデジタル保存を

行うとともに、郷土史写真パネルの作成・展示を行う。 

  

目８ 自然体験学習施設費 （予算説明書Ｐ１５３～Ｐ１５４） 

 

１ ネイチャーセンター運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １  ３８，５５５ ３８，００４ ３８，００４

市民の自然に関する意識の高揚を図るため、ネイチャーセンターを拠点に、鉱山地

区の自然を活用した自然体験活動を推進する。なお、ネイチャーセンターの運営管理 

については、指定管理者への委託により行っている。 
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２ ネイチャーセンター寝具購入費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

２ ２ １ 新規 １，４３４ ０ ０

利用者が快適にネイチャーセンターを利用できる環境を整えるため、敷き布団、掛

け布団、シーツ、枕などの更新を行う。 

 

 

第１０款 教育費 項５ 保健体育費 

 

目１ 保健体育総務費 （予算説明書Ｐ１５５～Ｐ１５６） 

 

１ 体育協会助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ８００ ８００ ８００

市民のスポーツ意識の高揚を図ることを目的に、市民スポーツの振興と裾野拡大の

ために活動を行っている登別市体育協会を支援する。 

加盟団体 21 団体  加盟者数 4,383 名 

 

２ 生涯スポーツ振興及びスポーツ関連団体の育成経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ６６ １８７ １８７

市民に健康づくりや体力づくりが定着するよう、市民のラジオ体操会や体力テスト

会、スポーツ団体などの指導者育成研修を行う。  

 

３ スポーツ少年団育成助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ５００ ５００ ５００

青少年の心とからだの健全育成、仲間との連帯感の向上を図ることを目的に、リー

ダー養成事業や競技別交流会などの活動を行う登別市スポーツ少年団を支援する。  

加盟団体 22 団体  加盟者数 364 名 

 

４ 児童生徒スポーツ振興助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ２，３００ ２，３００ ２，３００

保護者の負担を軽減し、もって児童・生徒の体育活動の向上を図るため、市内の小・

中学校・高校に在籍する児童・生徒及び市内のスポーツ団体に所属する児童・生徒が

全道及び全国大会に参加するために要する経費の一部を助成する。 

 

５ 体育指導委員会経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ６５４ ５９２ ５９２

生活に直結した体育・スポーツの振興を図ることを目的に体育指導委員会を設置し、

各種体育行事への協力やニュースポーツの普及等を行う。 

根拠法  スポーツ振興法 

委 員 数 15 名 
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役割   スポーツ振興の推進役、コーディネーター 

事業内容  市民ラジオ体操会・市民体力テスト会 

文化・スポーツ振興財団事業等への協力 

講習会等での指導 

 

６ 三市スポーツ大会事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  １９２ ２３２ ２３２

スポーツを通じた広域的な交流を行い、もって児童の健全育成を図ることを目的に、

三市広域行政における青少年健全育成事業の一環として、スポーツ大会を実施する。 

 

陸上競技大会 

期  日 平成 22 年７月 31 日（予定） 場所 室蘭市入江陸上競技場 

参加対象 小学校４～６年生 

 

７ 学校開放事業費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ４，３２２ ４，７２７ ４，７２７

スポーツを通じて市民の健康増進と交流を図るため、小中学校の屋内体育館を市民

に開放する。なお、事業仕分けの結果を踏まえ、来年度の見直しに向けて、運営方法

の検討を行う。 

屋内体育館 

開 放 校 10 校  開放期間  平成 22 年４月 12 日～平成 23 年３月４日 

平成 20 年度実績 利用団体  63 団体 利用者数  28,633 名 

 

８ 姉妹都市スポーツ交流事業助成金 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

６ ２ １  ７５１ ５１０ ５１０

姉妹都市の宮城県白石市とスポーツを通して交流を深めるため、『登別・白石姉妹都

市少年スポーツ交流団』と『姉妹都市親善水泳大会参加交流団』の活動を支援する。 な

お、本年度は、サッカー、水泳とも白石市での開催が予定されているため、予算額が

増額となっている。 

平成 22 年度登別・白石姉妹都市少年スポーツ交流事業サッカー大会 

開 催 日  平成 22 年７月下旬（予定） 

場    所  白石市 

登別市からの参加者  30 名（予定） 

姉妹都市親善水泳大会 

開 催 日  平成 22 年９月中旬（予定） 

場    所  スパッシュランドしろいし（白石市） 

登別市からの参加者 24 名（予定） 

 

９ きらり健康ふれあいウォーキング（明日のまちづくり事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １ 新規 １，２５５ ０ ０

生涯スポーツの振興及び健康増進を図るとともに、地域の再発見や全市観光の推進、 

環境保全意識醸成の一助とすることを目的に、ウォーキング及びノルディックウォー 
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キング講習会の実施、ヘルスウォーキング大会の開催、ウォーキングマップの作成等

を行う。 

（実施事業） 

 ・ウォーキング・ノルディックウォーキング講習会の開催 

 ・ヘルスウォーキング大会の開催 

 ・ウォーキングマップの作成 

 ・ウォーキンググループのサークル化 

 

目３ 青少年会館費 （予算説明書Ｐ１５５～Ｐ１５６） 

 

１ 青少年会館運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  １９，６４１ １９，３８４ １９，３８４

レクリエーション活動等の推進を通じて、青少年の健全な育成を図るため、市内４

か所にある青少年会館の運営管理を行う。 

   平成 20 年度実績 利用者数 54,137 名 

 

目４ 市民プール費 （予算説明書 P１５５～P１５８） 

 

１ 市民プール運営管理経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ５１，１６０ ４８，２２８ ４８，２２８

市民の健康増進と余暇活動の充実を図るため、市民の幅広いニーズに対応し、公認

競技用プールの機能、アクアスポーツ普及のための機能、水の効能を生かした健康増

進機能及びトレーニングルームを備えた市民プールの運営管理を行う。なお、運営管

理については、指定管理者への委託により行っている。 

 

２ 市民プールバスパック業務委託料 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

５ ４ １  ３２ ５２ ５２

すべての市民が市民プールを利用できる環境を整えるため、路線バス運賃とプール

入館料をセットにしたバスパックを実施する。 

   利用者数 １４４人（平成 20 年度実績） 

 

 

 

第１１款 公債費 項１ 公債費 

 

目１ 元金 （予算説明書Ｐ１５９～Ｐ１６０） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  2,768,895 2,795,180 2,795,180

 

目２ 利子 （予算説明書Ｐ１５９～Ｐ１６０） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  466,802 503,219 484,112
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 一時借入金分 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  4,000 4,000 4,000

 

 

 

第１２款 給与費 項１ 給与費 

 

目１ 職員給与費 （予算説明書Ｐ１６１～Ｐ１６２） 

 

１ 職員等給与経費 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

－ － －  4,075,672 3,973,474 3,973,474

 

   主な増減内訳                （単位：千円） 

 22 年度 21 年度 増減額 

給料 1,539,764 1,485,186 54,578 

期末手当 391,727 439,220 △47,493 

勤勉手当 197,380 216,027 △18,647 

管理職手当 43,649 39,147 4,502 

退職手当 469,195 459,628 9,567 

児童手当 1,710 10,900 △9,190 

子ども手当 20,780 0 20,780 

嘱託手当 217,411 207,015 10,396 

賃金 224,176 190,435 33,741 

共済費 592,440 546,950 45,490 

    ※市長、副市長、教育長を含む３９７人（前年度 ３９９人） 

 

 ① 職員数                （単位：人）

   22 年度 21 年度 20 年度 

   当初 当初 当初 年度末

 職員 452 454 471 459

 

 

 嘱託 152 142 119 122

 計 604 596 590 581

 

 

 

 ※市長・副市長・教育長を含まず 

 

 ② 平均給与・平均年齢・ラスパイレス指数

   平均給与月額 平均年齢 ラスパイレス指数 

 平成２０年度 374,833 円 45 歳 11 月 90.7（全道 27 位）

 平成１９年度 393,549 円 45 歳 7 月 92.1（全道 28 位）

平成１８年度 391,978 円 45 歳 10 月 91.5（全道 29 位）

※地方公務員給与実態調査における一般行政職員を対象 

※平均給与月額、平均年齢については、各年度４月１日現在 
 

 ※給与月額＝給料＋諸手当 
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２ 新規卒業者等ワークシェアリング事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算

３ １ ４ 新規 6,420 0 0

  近年の経済雇用情勢の悪化を受け、厳しい求人情勢となっている新規卒業者等で、

就職が決まっていない求職中の方を支援するため、市の臨時職員として雇用し、就業

経験を通じて、社会人としてステップアップを図り、民間企業などへの就業促進を図

る。 
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【特別会計】 
 

国民健康保険特別会計 

 

国保財政は、平成２０年度決算で７億５，６６６万１千円の累積収支が黒字となっ

ていることから、今後の医療費の動向や国からの国保財政への支援、診療報酬の動向

について慎重に検討を重ね、平成２２年度から平成２４年度までの中期財政見通しを

作成した。 

その結果、医療保険制度の改正による負担増や保険給付費の急激な増加に備えるた

め、平成２４年度末で３億７，５６０万円の余剰金を確保することとし、国民健康保

険税の医療給付費分の税率を引き下げることとして予算編成を行った。 

 

【課税限度額及び税率等の改正】 

○ 税率の引下げ 

医療給付費分の税率を引下げ、１世帯当り年間２，２４３円の軽減を行う。 

内訳は、所得割額を０．２％引下げ、均等割額及び平等割額をそれぞれ 

１，０００円引下げる。 

 

 ○ 課税限度額の改正 

平成２２年度税制改正に伴い、医療給付費分の課税限度額を現行の４５万円から

４８万円に、後期高齢者支援金等分の課税限度額を現行の１２万円から１３万円に

引上げる。この限度額引上げにより、限度額超過世帯は、６３世帯となる見込みで

ある。 

 
国民健康保険税の税率及び課税限度額 

賦 課 の 区 分 平成２１年度 平成２２年度 

所得割額 ９．０％ ８．８％

均等割額（1 人当り） 27,000 円 26,000 円

平等割額（１世帯当り） 29,000 円 28,000 円
医療給付費分 

課税限度額 450,000 円 480,000 円

所得割額 ２．５％ ２．５％

均等割額（1 人当り） 5,200 円 5,200 円

平等割額（１世帯当り） 5,800 円 5,800 円
介護納付金分 

課税限度額 100,000 円 100,000 円

所得割額 １．８％ １．８％

均等割額（1 人当り） 3,800 円 3,800 円

平等割額（１世帯当り） 4,000 円 4,000 円
後期高齢者支援金等分 

課税限度額 120,000 円 130,000 円

 

 

【平成２２年度の事業運営】 

 ○医療費について 

  高齢化の進む状況で医療費全体の伸びを約１％の伸びと予想して予算計上した。 

 

 ○国民健康保険税について 

  平成２２年３月末見込みでの所得・人員・世帯の状況をもとに試算し、収納率を現

年一般分８８．０％、現年退職分９８．０％として積算した。 

 



 68

○保健事業等の実施 

 従前からの継続事業として、各種がん検診・短期人間ドック・脳ドックに対する助

成、高齢者に対するインフルエンザ予防接種費用助成等を実施するほか、平成２０年

度から事業実施が義務づけられた特定健康診査・特定保健指導も実施する。 

 

平均被保険者数の推移                    （単位：人） 

区 分 
平成 19 年度 

（決算） 

平成 20 年度 

（決算） 

平成 21 年度 

（当初予算）

平成 22 年度 

（当初予算）

一般分 7,935 13,460 12,565 12,449

退職分 5,792 1,300 946 882

老人分 5,637 － － －

合 計 19,364 14,760 13,511 13,331

 

 

 

 

 

学校給食事業特別会計 
 

市内の小中学校、登別明日中等教育学校前期課程及び保育所に、栄養基準を満たし、

かつ安全で安心な給食を提供する。 

 なお、給食の平成２２年度米飯単価は値上がりとなっているが、パン単価については

値下がりとなっている。また、一般物資（温食）の食材については、一部値下がり傾向

となっている。 

このようなことから、平成２２年度の給食費については、今後価格動向が大きく変化

することがないと予測されることから、平成２１年度の給食費と同額とする。 

 
事業の概要 

対   象 人員(人) 月額(円) 年額(円) １食当たり(円) 回数(日)

小学校児童・教職員(８校) 2,761 3,850 46,200 － 

中学校生徒・教職員(５校) 1,435 4,600 55,200 － 

登別明日中等教育学校

前期課程生徒・教職員 
 252 4,600 55,200 － 

185 

保育所園児(４園) 289 － － 110 実施日 

小学校 1,300 － － 250 試
食
会 中学校 900 － － 298 

随時 
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公共下水道事業特別会計 
 

 本市の公共下水道事業は、昭和56年度に着手して以来、厳しい財政事情の中、効率的・

経済的に事業の推進に努めてきた。平成21年度末の整備面積は1,104.7ha、普及率は約

95.2％となる見込であり、平成22年度は新栄町、登別本町2丁目及び若山町3丁目のそれ

ぞれ一部の整備を行う予定である。 

 若山浄化センターは、平成2年の供用開始から19年を経過しており、老朽化した設備機

器の改築更新を行う。 

し尿処理施設の老朽化に伴い、平成21年度から2ヵ年計画で若山浄化センターにし尿投

入施設の建設工事を行っており、本年度が最終年である。 

 平成16年度から開始した個別排水処理施設整備事業は、対象地域を公共下水道により

処理を行う予定地域を除く市内全域としており、平成22年度は浄化槽20基の設置を予定

している。 

  

公共下水道事業 

○管渠布設工事 

   新栄町、登別本町2丁目及び若山町3丁目のうち約9.0ｈａの整備を行い、普及率は

約95.5％を予定する。 

  汚水管渠 φ150～250mm、Ｌ＝1,703ｍ 

○若山浄化センター改築更新 

   老朽化した設備機器の更新を行う。 

 ○汚水処理施設共同整備事業 

   し尿投入施設の建設工事を行う。 

○水洗化及び排水設備設置の普及促進 

    水洗便所改造等融資あっせん制度 

    水洗便所改造等補助金制度 

○個別排水処理施設整備事業 

   公共下水道による整備区域以外の個別排水処理区域において、住民の要望に基づ

き市が浄化槽を設置し、維持管理を行う。 

    平成22年度 20基設置予定 
 
 

 

 

 

 

老人保健特別会計 
 

 老人保健医療制度は平成２０年３月で廃止されたが、診療報酬については制度が終了

した後も一定期間の請求が認められている。このため、平成２２年度老人保健特別会計

は、遡及請求等に係る診療報酬分を予算計上する。 

○ 老人保健一般医療費の歳出について 
（単位：千円） 

年  度 予算額 

平成 22 年度 1,656
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簡易水道事業特別会計 
            

簡易水道事業については、平成 11 年度に「登別市簡易水道事業特別会計」を設置し運

営している。          

現在、簡易水道事業は、札内及び来馬地区等の地域へ安全な水道水を供給しており、

平成 22 年度予算では、経常的な維持管理に加え、主な事業としては、配水管改良工事及

び札内浄水場のろ過砂取替工事の事業費を計上した。 
 

主な事業内容 

事  業  実  施  内  容 
区    分 

 口径（ｍｍ） 事業内容 

配水管改良工事 φ150 Ｌ＝400ｍ 

札内浄水場ろ過砂取替工事 －  1 式 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険特別会計 
 

介護保険制度に対応するため設置された介護保険特別会計は、介護保険給付等事業と

地域支援事業にかかる「保険事業勘定」となっている。 

介護保険事業は、介護保険事業計画（３年ごとに策定）に基づき事業運営を進めるこ

とになっており、平成２２年度は、第４期介護保険事業計画の中間年度となっている。 

 

 

【介護保険給付等事業】 

・第１号被保険者数（各年度当初予算） 

区分 22 年度 21 年度 20 年度 

被保険者数   14,586 人   14,164 人   14,000 人 

・介護保険料（第１号被保険者分）            

区  分 予算額 対象者数 

特別徴収（現年分） 469,699 千円 12,982 人

普通徴収（現年分） 52,247 千円 1,604 人

普通徴収（滞納分） 3,277 千円         －

合   計 525,223 千円 14,586 人
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・介護給付費内訳                        

区  分 給付額 平均受給者数 

居宅介護（予防）サービス 1,462,600 千円 1,363 人

施設サービス 1,295,200 千円 380 人

審査支払手数料 3,100 千円         －

高額介護サービス 72,500 千円         －

高額医療合算介護サービス 10,200 千円 －

特定入所者介護サービス 136,400 千円 －

合   計 2,980,000 千円 1,743 人

・介護認定審査会関係 

区  分 委員数 開催回数 

介護認定審査会        24 人        93 回

・介護認定調査関係 

区  分 主治医意見書作成件数 認定調査委託件数 

介護認定調査      2,901 件       700 件

 

 

【地域支援事業】 

 地域支援事業は、要支援・要介護状態になる可能性のある高齢者を対象に要支援・要

介護状態になることを防止するための事業や、要介護状態になった場合でもできるだけ

住み慣れた地域で自立した日常生活を送ることができるよう支援するための事業で、介

護予防事業、包括的支援事業、任意事業の３つの柱からなっている。 

 

○介護予防事業 

介護予防事業は、自立している高齢者が、介護や支援を必要とする状態にならな

いために実施する事業で、65 歳以上の高齢者を対象に、介護の必要はないが虚弱な

高齢者を対象とした「特定高齢者施策」と全ての高齢者を対象にした「一般高齢者

施策」に分けて実施する。 

＜特定高齢者施策＞ 

特定高齢者事業費 

・通所型介護予防事業：かろやか教室～一般高齢者事業と同時開催（年 72 回） 

・訪問型介護予防事業 

・介護予防特定高齢者施策評価事業 

特定高齢者把握事業費：生活機能評価（年 3,399 件） 

＜一般高齢者施策＞  

一般高齢者事業費 

・介護予防普及啓発事業：かろやか教室～特定高齢者事業と同時開催（年 72 回） 

                 健康教室・健康相談 

・地域介護予防活動支援事業：かろやか体操指導者養成教室（年 8回） 

かろやか卒後教室（教室ごとに月 1回） 

・介護予防一般高齢者施策評価事業 
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○包括的支援事業 

   地域の介護支援を行う中枢機関として市内に３つの生活圏域を設け、各圏域に地

域包括支援センターを設置している。包括的支援事業は、地域包括支援センターが

実施する事業で社会福祉士、保健師、主任ケアマネジャーを配置し、３職種が連携

して、次の事業を行う。 

  ・介護予防マネジメント事業 

    新予防給付と介護予防事業のマネジメントを一体的に実施し、要介護状態とな

ることへの予防と要介護状態への悪化の予防を図る。 

  ・総合相談・支援事業 

    高齢者の各種相談を幅広く受付け、制度の垣根にとらわれない横断的・多目的

支援を行う。 

  ・権利擁護事業 

    高齢者に対する虐待の防止や早期発見のための事業や、権利擁護のための事業

を行う。 

  ・包括的・継続的マネジメント事業 

    地域のケアマネジャーへの個別指導、困難事例等への助言等、ケアマネジャー

への支援を行う。 

 

○任意事業 

   任意事業は、国が定めた事業以外の事業で、次の事業を行う。 

  ・高齢者等介護用品給付事業 

    市民税非課税世帯で、要介護４以上で在宅生活をしている高齢者に対し、介護

用品の購入に要する経費を給付し経済的負担の軽減を図る。 

  ・家族介護慰労事業 

    市民税非課税世帯で、要介護４以上の在宅高齢者を介護し、１年間介護サービ

スを利用しなかった家族に対し、慰労金を支給し、経済的負担の軽減を図る。 

・住宅改修支援事業 

    介護保険法施行規則に基づき、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の

支給申請に係る理由書を作成する介護支援専門員等に対する手数料。 

  ・高齢者見守り支援事業 

    認知症について正しい知識をもち、認知症の人や家族を応援し、誰でもが暮ら

しやすい地域を作るボランティアを養成する。 

  ・成年後見制度利用支援事業 

    成年後見制度の周知を図るほか、親族がいない方などには市長が成年後見制度

の申し立てを行い、判断能力が不十分な高齢者の権利・利益を保護する。 

  ・生活・介護支援サポーター養成事業 

市民向けに、養成研修（概ね 20 時間程度の講義及び実習）を行い、一定の福祉、

介護に関する知識や技術をもった高齢者への生活・介護支援サービスを行うため

の担い手を養成する。 
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カルルス温泉スキー場事業特別会計 
 

 観光振興及びウィンタースポーツの振興とカルルス地区の活性化を図る。 

 ○リフト３基 

（第１ペアリフト 650ｍ・第２ペアリフト 852ｍ・第３ペアリフト 537ｍ） 

 ○７コース 全コース延距離 5,150ｍ 

○リフト利用見込人員      285,000 人 

○修学旅行受入見込人員 20 校   7,800 人 

○行 事  カルルス温泉冬まつり（３月第１日曜日） 

 
 

 

 

 

後期高齢者医療特別会計 

 

（１）対象者 

○  75 歳以上の方 

○  65 歳以上 75 歳未満で一定程度の障がいのある方 

（２）被保険者数（平成 22 年度平均見込数） 

○  北海道後期高齢者医療広域連合   669,667 人 

○  登別市       7,138 人 

（３）保険料 

・均等割額 44,192 円  ・所得割率 10.28 ％  ・賦課限度額 50 万円 

○  北海道の平均保険料 

・  65,319 円 

（４）被保険者の一部負担割合        

○  １割負担（現役並み所得者は３割負担） 

（５）制度の運営財源 

○  公費  ５割 （国 ４： 道 １： 市 １） 

○  支援金 ４割 （国民健康保険、健康保険組合、共済組合など） 

○  保険料  １割 （被保険者保険料） 

（６）運営主体 

○  北海道後期高齢者医療広域連合（道内 179 市町村で構成） 

・被保険者の資格管理や保険証の発行 

・保険料の賦課決定など 

○  登別市 

・保険料の徴収 

・医療給付に関する申請や各種届出の受付などの窓口業務 

   ・制度の周知に関する事務 
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水道事業会計 
 

水道事業は、地方公営企業法に基づき地方自治体が経営する企業（地方公営企業）で

あり、常に「企業の経済性」を発揮しながら、「公共の福祉を増進」するよう運営されな

ければならないことになっている。 

また、事業に必要な経費は、水道料金収入で賄うという「独立採算性」を原則に経営

している。  

 平成 22 年度予算では、登別市の水道事業を取り巻く環境を検討し、節水による給水収

益の減少や、人口の減少等に対応できる事業経営に努め、引き続き水道水の安定供給を

図るため、主な事業として、老朽管の更新及び公道内未布設箇所の新設と道路改良事業

に併せ、移設・新設などの事業費を計上した。 

 

主な事業内容 

事  業  実  施  内  容 
区        分 

 口 径（ｍｍ） 事 業 内 容 

配水管改良事業 φ50～φ300     Ｌ＝570ｍ 

配水管移設事業 φ100～φ250     Ｌ＝500ｍ 

配水管布設事業 φ50～φ250     Ｌ＝870ｍ 

水道メーター購入（検満メーター) φ13～φ50       3,161 個 

水道メーター購入（新設、修理、破損) φ13～φ50       330 個 

水道メーター取替（検満メーター) φ13～φ50      3,161 個 

 

 


